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水中点検ロボット（アクアジャスター搭載型ＲＯＶ）の開発 
 

(株)大林組 土木本部生産技術本部 ダム技術部副部長  徳永 篤   

 

1 はじめに 

  我が国の多くの社会インフラ施設の老朽化

が進行する中、年々リスクの高まる大規模地

震や頻発する風水害などの災害対策および

社会情勢として人口減少・少子高齢化といっ

た重要かつ喫緊の課題がある。これに対して、

近年、ＩＣＴなどの活用により効率的・効果

的な対応を可能とする技術を開発し、導入す

ることが求められている。そうした中、ダム

水中部の潜水士による近接目視の代替・支援

技術の現場検証が国交省から公募された。そ

こで当社開発技術であるアクアジャスター® 

を搭載した水中点検ロボット「ディアグ®」を

新規製作し、供用中のダムで実証実験を行っ

て、水中のダム堤体面やゲート設備などの鮮

明な映像を取得することができた。 

従来はダムなどの水中構造物・インフラ設

備の点検を潜水士により行っていたため、潜

水深度によって作業時間の制限や危険を伴

っていたが、水上からロボットの遠隔操作に

より点検することで、安全かつ長時間連続し

て行うことが可能である。以下にディアグの

機能と実証実験での結果について記述する。 

 

2 ディアグ®の機能 

  ディアグ®は濁りや流れのある目視困難な水

中でも的確な点検を実施できるように図－1

に示す機能を備えている。 

2．1 アクアジャスター® 

  当社が開発したアクアジャスター®は、東京

スカイツリー®建設時に効果を発揮したクレー

ン吊荷制御装置スカイジャスター®を水中で使 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用できるようにした装置である。ジャイロ効果

を利用することでディアグ®の姿勢制御が可能

となる。ジャイロ効果とは、地球ゴマのように

物体が自転運動をする際、回転速度が大きいほ

ど姿勢が安定する現象である（図－2）。 ア

クアジャスター®を搭載することで、流れのあ

る水中（流速１ノットまで適用可能）でのロボ

ットの姿勢が安定し、対象物を的確にとらえる

ことが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．2 画像鮮明化技術 

  ディアグ®は主カメラとして 238 万画素のハ

イビジョンカメラを機体前方に搭載している。

図－1 ディアグの機能 

図－2 ジャイロ効果の説明
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水中での光量不足に対応するために照度

3,780lm の高輝度ＬＥＤライトを備えるとと

もに、濁りによる不鮮明な映像のノイズを除去

し、最適化して映し出す「画像詳細強化装置」

によりリアルタイムに鮮明画像を見ることが

できる（図－3）。さらに、主カメラ前方に配

置した箱メガネ（濁水中撮影装置）内部に清水

を入れて対象物に接近することで極端に濁っ

た水中でも鮮明な画像を取得できる（図－4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．3 耐圧機能 

  機器、電線、コネクターなどを耐圧仕様にす

ることで、水深 100m までの作業を長時間連

続して行える。これにより、従来潜水士では作

業できなかった大深度での作業が可能である。 

 

2．4 クラックなどの計測機能 

  機体前方から対象物に対してラインレーザ

ーを照射することができ、クラックなどの寸法

測定が可能である。ラインレーザーは幅 3mm、

間隔 100mm で、取り込んだ画像からスケール

アップにより寸法測定を行う（図－5）。 

 

 

 

 

 

 

2．5 点検対象物の清掃機能 

  本体後方にプラスチック製ブラシのケレン

装置を搭載しているので、点検対象物の付着物

を除去することができ、明瞭に撮影することが

できる（図－6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．6 位置情報取得機能 

GPS または自動追尾機能付きトータルステ

ーションとトランスポンダ（送信機と応答機の

音波授受により位置情報を取得できる装置）を

使用して水中にあるディアグ®の正確な位置を

割り出し、撮影箇所の位置を把握することがで

きる（図－7）。 

2．7 簡易な取扱い機能 

  ディアグ®の大きさは幅 780×奥行 1508×

高さ 711mm、重さは約 130kg であり、作業員 

図－3 画像詳細強化装置による効果 

図－4 箱メガネ（濁水中撮影装置） 

図－5 ラインレーザー照射状況 

図－6 スクリーンの清掃状況 

清掃前 清掃中

清掃後

箱メガネ 
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4 人で持ち運びが可能である。大型重機を使用

することなく、地上または船上から人力で水中

投入することができる。また、ワゴン車 1 台

にすべての機材が積込み可能で運搬が容易で

ある。 

  ディアグ®の操作は陸上または船上のモニタ

ー画面を見ながらジョイスティック形式の操

作用リモコンを使用する。操作が簡単で資格も

不要である（図－8、9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 ディアグ®のシステム構成 

  ディアグ®のシステム構成は図－10 に示す

とおりである。 

3．1 ディアグ®本体（図－10 ①） 

一部を先述したが、アクアジャスター®、パ

ンチルト機能付きハイビジョンカメラ、後方 

監視カメラ、高輝度 LED 照明、スラスター、

ケレン装置、ラインレーザー、プロファイリン

グソナー、深度センサ、姿勢センサを搭載し、

鮮明な撮影データを取得する。 

3．2 テザーケーブル（図－10 ②） 

  ディアグ®本体とコントロールユニットを接

続する水中ケーブルで、本体への動作指示や取

得した撮影データのコントロールユニットへ

の送信を行う。送電線、光ファイバー、テンシ

ョンメンバで構成されている。 

3．3 コントロールユニット（図－10 ③） 

  システム全体を制御するコントローラで、

CPU やトランスなどを内蔵している。 

3．4 操作リモコン（図－10 ④） 

  ディアグ®本体の運転を行う。アクアジャス

ター®やカメラの操作用スイッチ、スラスター

操作用のアナログスティックなどにより構成

されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．5 モニターユニット（図－10 ⑤） 

  ディアグ®が撮影したハイビジョン映像を表

示するモニタ、録画するレコーダおよびディア

図－7 位置測定システム 

（送信機 ）

陸上 ダ

ム

堤

体

トータルステーション ＧＰＳ

船の位置を測定  

ディアグ

トランスポンダディアグと船の

相対位置を測定  

図－8 操作モニター 

図－9 操作リモコン 

図－10 ディアグ®のシステム構成 
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グ®本体の傾きや方位を表示するディスプレイ

で構成されている。 

3．6  PC ユニット（図－10 ⑥） 

  ディアグ®のすべての情報を表示するととも

にログ保存を行う。 

 

4 実証実験結果 

  国交省公募事業での実証実験は、平成 27 年

11 月 20 日に天ケ瀬ダム（京都府）、同年 12 月

7 日に弥栄ダム（広島県・山口県）で実施した。 

 各ダムでの調査項目は①横継目・水平打継

目・堤体面の概査、②模擬版探索・精査、③予

備ゲート戸当り変状調査、④低水放流設備およ

び着底水深調査、⑤選択取水塔調査（弥栄ダム

のみ）であった。模擬版とは予め予備ゲート付

近に設置されたコンクリート製の調査用試験体

である。模擬版は、各ダムにおいて 4 種類設置

されており、円柱状の突起や幅の異なるクラッ

クが設けられている。①横継目、水平打継目、

堤体面の概査ではクラックの有無を確認しなが

ら水深 40m 付近まで潜行した。水中映像は高輝

度 LED ライトと画像詳細強化装置を使用しな

がらハイビジョンカメラで撮影した。弥栄ダム

での横継目の概査状況を図－11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②模擬版調査はアクアジャスター®とライン

レーザーを用いて計測した（図－5）。③予備

ゲートの戸当り調査では変状箇所が見られ     

なかった。④予備ゲート下部着底水深調査では

天ケ瀬ダムで 40m、弥栄ダムで 82m であった。

⑤選択取水塔調査では、水深 41m にて流木の

堆積を確認した（図－12）。また、水深 20m

付近でディアグ®に搭載したケレン装置を使用

してスクリーンの清掃を行った（図－6）。そ

の結果、スクリーンに付着していたヘドロを除

去でき、金属の光沢が現れた。 

 

 

 

 

 

 

 

  これら 2 つのダム現場での水中点検を実施

した結果、点検撮影時にディアグ®の姿勢を安

定させるアクアジャスター®によりブレない鮮

明な動画を撮影できたことや、画像鮮明化技術

を有してより精細な動画を撮影できたことが

評価されて平成 27 年度末に国交省より最高評

価となる「★★★」星３つの評価をいただき、

試行的導入推薦技術とされた。そして平成 28

年度には国交省の管轄する 2 箇所のダムで今

後の本格導入に向けた試行的導入を行った。 

 

5 おわりに 

  合計 4 現場での実証実験では、堤体表面の

状態を把握できる映像を取得することができ、

一定の支援が可能な性能を有することが確認

できた。今後はダムにおける水中点検ロボット

の本格導入に向けて改良を行うとともに、護

岸・桟橋といったダム以外の河川構造物や港

湾・海洋構造物への適用範囲拡大に取り組む。

さらに測量機能などを付加してダム再開発工

事での適用も検討していく。 

図－11 横継目概査状況（弥栄ダム水深 30m） 

図－12 流木堆積状況（弥栄ダム） 
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老朽化した鋼矢板護岸・水路の迅速再生技術～ストパネ工法～の開発 
 

○（株）水倉組 営業本部技術営業次長 小林 秀一   

新潟大学自然科学系（農学部）  准教授 鈴木 哲也   

（国研）農業・食品産業技術総合研究機構 ユニット長 樽屋 啓之   

藤村ヒューム管（株） 技術営業部課長 長崎 文博   

藤村ヒューム管（株） 技術営業部主任 田村 淳也   

 

 

１ はじめに 

 新潟県に代表される低平排水不良地域では，

地域の過剰水や集中豪雨時の排水対策が不可欠

であり，高度経済成長期以降，施工性と経済性

の観点から鋼矢板を用いた水利施設が整備され

た．現在，これらの施設は生活・生産環境の基

盤を成すだけでなく，水資源のかん養や洪水防

止などの多面的機能を有し，国民の生活基盤と

しての役割も担う重要な社会資本となっている． 

 鋼矢板はその材料特性により，供用開始直後

から腐食反応が進行し断面が減少する．特に干

満帯付近（灌漑期と非灌漑期とで水面の高さが

変動して，水面上に露出されたり水面下に沈降

したりすることが繰り返される部分）では，早

期に腐食が顕在化する（図-1）．腐食の進行によ

る断面欠損を放置すると，鋼矢板の強度が低下

して，倒壊などにより水路としての機能を果た

さなくなることから，腐食対策が急務な技術的

課題である．鋼矢板水路の設計では，供用期間

中の腐食による断面減少を考慮し，断面減少後

も構造安全性が確保できるように表裏あわせて

2 mm の腐食代を設定している 1）．しかし，干満

帯付近で局所的に進行する鋼矢板の腐食実態を

踏まえると，腐食代が一定程度残存する段階か

ら腐食対策を行う必要がある． 

 近年，既存施設の維持管理の重要性が広く認

識されるようになり，産学官連携を積極的に促

す組織的取り組みも進められている 2）．本報で

は，筆者らが取り組んできた「産学官連携に基

づく腐食鋼矢板水路の迅速再生技術」であるス

トパネ工法の開発事例について概説する． 

 

２ 鋼矢板水路の迅速再生技術の開発 

 鋼矢板水路の腐食対策は，これまで主に有機

系ないし無機系被覆材を腐食鋼矢板表面に塗布

する技術が採用されてきた．被覆材の材料的特

徴から，過湿条件や漏水がある場合，水路施設

では施工が困難になる．加えて，従来工法では

腐食層を完全に除去できない場合，被覆材の剥

離や耐久性の低下が顕著になるなどの問題点が

顕在化していた（図-2）． 

 これに対してストパネ工法は，耐久性に信頼

性のある汎用資材のコンクリートに着目し，既

設鋼矢板とプレキャストパネル（以下「PCa パ

 

図-1 鋼矢板水路の腐食と断面欠損 
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ネル」と記す）との間にコンクリートを充填し

複合材とする表面被覆工法である（図-3）．被覆

コンクリートの前面に残存型枠の機能も有する

PCa パネルを配置することで，水利環境下にお

ける施工性が向上し，更に PCa パネルが有する

密実で高強度な特性から供用後の流水摩耗の低

減，耐凍結融解性の向上など長期耐久性を有す

ることが確認されている 3）．また，載荷試験に

よりコンクリート被覆が鋼矢板水路の耐力向上

に寄与することを確認しており，今後補強工法

としての発展も期待される 4）． 

 ストパネ工法は，鋼矢板表面をコンクリート

で被覆するため通水断面は減少するが，表面が

平滑な PCa パネルを採用することで粗度係数が

向上し，流下能力は補修前の施設と同等かそれ

以上となる（図-4）．また，PCa パネルは，部材

が薄く軽量であることから人力施工が可能で，

都市化の進展により大型機械が進入できない狭

隘な都市河川や橋梁下などでも施工可能で，幅

広い護岸形式や現場条件に適用できる（図-5）．

表面被覆材としてコンクリートを用いることの

利点は，ライフサイクルコスト（以下「LCC」

と記す）の低減のみならず，コンクリートのア

ルカリ性が鋼矢板の腐食進行を抑制する効果も

期待できることにある． 

 

３ 補修後施設の水理特性 

 本技術の適用により粗度係数の低減が図られ

るが，これにより流速の上昇が予想され，河床

が土砂である鋼矢板水路においては河床洗掘の

影響が懸念される．この影響を確認するため，

施工前後の 2 つの模型水路を製作し，流況比較

試験を実施した．模型水路は，新潟県内で供用

されている鋼矢板水路の平均的な断面寸法（幅

4.0 m×高さ 2.0 m）の 1/5 スケールに設定し，施

工前後の水路をモデル化した（図-6）．施工前は

 

図-2 表面被覆材の再劣化事例 

 

 

図-3 ストパネ工法概念図 

 

 

図-4 施工前後の流量比較 

 

 

図-5 ストパネ工法による補修事例 
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鋼矢板水路を模した水路であり，施工後は補修

後を模した PCa パネル被覆水路である．両模型

水路の幅が異なるのは，既設水路の鋼矢板表面

に PCa パネルを被覆する場合の通水断面の減少

量を考慮したためである．模型水路の勾配は

1/1000 とし，施工前後の両模型水路にて，同一

流量を流下させた場合の流速，水深および合成

粗度係数を測定した．測定結果を表-1 に示す．

結果，流下能力は施工後の模型水路において合

成粗度係数の低減と流速の向上が確認された． 

 次に河床洗掘の影響を確認するため土砂掃流

性を確認した．模型水路の渠底には，けい砂 5

号（1.18 mm 通過 0.075 mm 止り）を厚さ 50 mm

で敷詰めた．一定時間流水（Q = 0.07 m3/s，t = 

390 min）を続けた後，けい砂の流下量を確認し

た． 

 表-2 に示す試験結果より，施工後の模型水路

では，けい砂の流下率の低減効果が確認された．

施工後の模型水路において，流速の上昇に反し

て砂の流下率が低減した要因として，施工前は

鋼矢板の凹凸形状部での水流の乱れを起因とす

る砂の巻上げによる浮遊砂の流下が見られたの

に対して，施工後は護岸の平滑化に伴う整流化

によって巻上げによる浮遊砂が減少し，流下が

抑制されたものと推察される（図-7）． 

 以上より，本技術を適用する際には，渠底土

砂の下流域への流出抑制効果が期待できること

が示唆された．このことから，下流域にある排

水機場等における土砂堆積の低減に繋がり，施

設管理者の維持管理作業の軽減にも寄与するこ

とが期待される． 

 

４ 流水条件下での迅速施工法の検討 

 鋼矢板水路の補修作業にあたっては，水路内

の流水を切廻して作業範囲を締切る仮排水対策

（仮締切）が必要となる．灌漑期，非灌漑期で

 

 

図-6 流況確認試験 

 

 

表-1 流下能力試験の結果 

 

 

表-2 土砂掃流性の確認結果 

 

 

 

図-7 河床の砂紋分布状況 
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水位変動を繰り返しながら，常に流水環境にあ

る水路内では，気象や水利条件に影響されずに

施工環境が確保できる仮締切方法が求められる．

本技術では，効率的な仮締切方法として鋼製組

立式仮設水路を現地実証試験に適用し，従来の

大型土のうによる仮締切に対する経済性および

工程短縮の低減効果について検証した．図-8 に

設置状況，図-9 に実証試験の概要を示す．表-3

の検証結果から，経済性効果として仮締切工の

設置費が 11 %低減すること，産業廃棄物の処分

費が 97 %低減することを確認した．工程短縮効

果として仮締切工の設置日数が 77 %短縮する

ことを確認した．また，鋼製組立式仮設水路は，

左右岸同時に施工することができるため，補修

に関わる工程を 50%短縮することができた． 

５ おわりに 

 本報では，喫緊の課題である鋼矢板水路の腐

食問題に対する補修対策として，施工性および

耐久性に優れる PCa パネルを活用したストパネ

工法の有効性を報告した． 

 今後，既設の鋼矢板水路において LCC の低減

を図りながら施設の長寿命化を試みる際には， 

LCC の低減と水理性能の向上を同時に実現で

きるストパネ工法の有効性は高いと思われる．

また，鋼製組立式仮設水路を活用することで，

経済的かつ効率的な仮締切工が可能となる． 
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図-8 鋼製組立式仮設水路の設置状況 

 

 

図-9 鋼製組立式仮設水路の実証試験 

 

表-3 鋼製組立式仮設水路の効果 

（延長 100m 当り） 

 

 

鋼製組立式 大型土のう 低減率

仮締切工費 604.6 万円 676.2 万円 11%

産廃処分費 2.2 万円 65.5 万円 97%

仮締切工 5 日 22 日 77%

補修工 40 日 80 日 50%

項  目

経済性

工程短縮
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信濃川下流における環境に配慮した河道掘削の取組 
 

北陸地方整備局 信濃川下流河川事務所 調査設計課   ○青木 崇    

調査設計課長   木伏 重男   

 調査設計課係長  若杉 康夫   

 

１ はじめに 

信濃川下流では，「信濃川水系河川整備基

本方針」を平成20年6月に策定し，計画高水

流量を安全に流下させるため，堤防整備と河

道掘削により，流下能力を確保していくこと

としている．河道掘削にあたっては，治水・

環境機能の両面から一体的な河道計画を立て

て掘削を実施しているところである． 

また，国土交通省ではi-Constructionの

取組である「ICT技術の全面的な活用」を推

進しており，信濃川下流では，河道掘削工事

においてICT土工により実施している. 

本稿では，環境に配慮した河道掘削の概要

と，ICT土工による河道掘削の事例と課題に

ついて報告する． 

 

２ 環境に配慮した河道掘削の概要 

２．１ 信濃川下流域の概要 

かつて信濃川下流は，広大な水面とその流

域の平野部には潟湖が多数存在する低湿地帯

が形成され，生物の生息・生育場として自然

豊かな環境が存在したと考えられる． 

現在では，宅地・水田等の開発が進み，そ

の多くが消滅した．また，河道内もその多く

が耕作地として利用されているため，河道内

の湿地環境は水際部の樹林地やわずかに残さ

れたワンド，クリークなどの限られた範囲の

みとなり，生物の生息・生育場としての機能

は単調化している状況である． 

 

２．２ 河道掘削による湿地環境の創出 

信濃川下流管内における河道部の水際は，

深く掘れた形状をしており，水際部のエコト

ーンは非常に狭い範囲となっている．河道掘

削により，多様な植生が生育可能なエコトー

ンの拡大とそれに伴う多様な生物生息環境の

創出が期待される（図－１）． 

 

図－１ 湿地環境の創出のイメージ 

 

生物生息環境の創出の効果は，多くの生物

の生息場，隠れ場の創出による生物多様性の

向上と個体数の増加，生態系ピラミッドの充

実と拡大，広域エコロジカルネットワークの

中継地点としての機能（図－２）などである． 

 

図－２ エコロジカルネットワーク中継地点 

現 状 掘削後

～単調な環境～

～水域の形成及び多様な湿地環境～

水際の限られた範囲にヤナギ類等が繁茂
浅場や止水域などがない単調な環境
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２．３ 山島新田地区の河道掘削計画 

ここでは，信濃川下流山島新田地区の河道

掘削計画について述べる．概要は，以下のと

おりである． 

○対象：山島新田地区（信濃川下流右岸

30.5k 付近～32.5k 付近） 

○範囲：延長 1,440m，最大幅約 100m 

 

掘削計画では，河道掘削の諸元設定のため

に，信濃川下流域を利用する生物から環境指

標種を選定してこれらの生態を考慮したほか，

取水施設に配慮した掘削形状とした（図－

３）．掘削形状は，主に以下の4つの環境を

想定して河道掘削計画を策定した． 

 

（１）基本形状となる浅場 

基本形状は，水生植物の形成や水鳥の利用

に配慮して，平水位－30cm～－50cmとする

浅場・緩流域の環境を想定した（図－４）． 

  

図－４ 横断図イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ポンプ取水機能の確保を兼ねた水生生

物の生息場となるクリーク状の深場 

近傍にある取水施設のポンプ取水機能の確

保を兼ねた，平水位－190cm のクリーク状の

深場を形成し，本川側法面勾配 10 割の緩や

かな勾配で，水生生物の多様な生息場となる

環境を想定した（図－５）． 

 

図－５ 横断図イメージ 

 

（３）渇水時に水生生物の生息場となる深場 

平水位－30cm～－50cm の浅場の一部に，

両側の法面勾配 10 割で平水位－70cm の深場

を設け，渇水時の水生生物の生息環境として

の機能を持つ止水域・緩流域の環境を想定し

た（図－６）． 

 

図－６ 横断図イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▽平水位－30～－50cm
▽平水位

▽平水位

▽平水位－190cm

▽平水位－30～－50cm

▽平水位－30cm～－50cm
▽平水位

▽平水位－70cm

図－３ 山島新田地区河道掘削の平面計画 

 

ポンプ取水機能の確保を兼ねた
水生生物の生息場となるクリーク状の深場
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渇水時に水生生物生息場となる深場

●：ポンプ位置（移設後）
○：現状のポンプ位置

3
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（４）ポンプ取水機能の確保を兼ねた水生生

物の生息場となる深場 

近傍の取水施設のポンプ取水機能を確保す

るため，平水位－190cm に掘り下げ，掘削幅

が約 40m と狭いため水路状ではなくオープ

ンな深場の環境を想定した（図－７）． 

 

図－７ 横断図イメージ 

 

３ 山島新田地区の河道掘削工事（ICT土工） 

３．１ 河道掘削工事の概要 

河道掘削工事では，河道掘削計画にて設定

した掘削形状について，経験の浅いオペレー

タでも正確に施工できるICT土工を活用して

いる（写真－１）．概要は，以下のとおりで

ある． 

○対象工事 ：山島新田地区河道掘削工事

その2～10工事（全9工区） 

○全体数量 ：V=346,200m³ 

 

写真－１ 信濃川下流 山島新田地区 

 

３．２  ICT土工の流れ 

  ICT土工は，三次元起工測量，三次元設計

データ作成，ICT建設機械による施工，三次

元出来形管理等の施工管理，三次元データの

納品といった流れで行った（図－８）．  

図－８ ICT土工の一連の流れ 

 

（１）三次元起工測量 

 本工事における三次元起工測量は，UAVに

よる空中写真測量（以下，「UAV写真測量」

という．）と3Dレーザスキャナによる測量

（以下，「3DLS」という．）により行った. 

また，水中部の測量には三次元測量が適用で

きないため，従来のトータルステーション測

量（以下,「TS測量」という.）を用いた． 

なお，UAV写真測量と3DLSとで同一範囲を

測量したところ，掘削土量はUAV写真測量の

52,230m ³に対し,3DLSでは52,258m ³と，ほ

とんど差異は見られなかった． 

 

（２）三次元設計データ作成 

 出来形管理の基準となる三次元設計データ

は，三次元測量の結果や，設計図の二次元の

平面図・縦断図・横断図を組み合わせ，ソフ

トウェアを用いて作成した（図－９）． 

  

図－９ 三次元設計データ 

 

本工事での水中部の掘削は，ICT建設機械

▽平水位

▽平水位－190cm

①3Dレーザスキャナ
による起工測量

②3D設計データ作成

③MGバックホウによる土工事

④3D出来形管理 ⑤3Dデータ納品
5
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を用いた情報化施工で実施することから，水

中部の出来形計測が課題であった．平水位以

下のの測量は, 水位が低ければUAV写真測量

と3DLSで可能であるが,水位が高い場合には

TS測量で実施しなければならない．さらに土

量算出には,平水位の上部，下部のそれぞれ

が必要となった.このため，平水位以上のデ

ータ，面的出来形のデータ，平水位以下のデ

ータの三種類を作成した(図－１０).  

 

図－１０ 河道掘削箇所横断図 

 

（３）ICT建設機械による施工 

ICT建設機械は，マシンガイダンス（以下,

「MG」という.）とマシンコントロール（以

下,「MC」という.）を用いた. 

 

（４） 三次元出来形管理 

ICT土工の出来形管理は，施工後の三次元

測量計測データと設計データと重ね合わせて

表示し，標高差で形状やばらつき等を確認し

た．出来形管理図は，出来形合否判定総括表

（ヒートマップ）で確認した（図－１１）．  

 

図－１１ 三次元出来形施工管理 

 

３．３ 工事関係者へのヒアリング結果 

工事関係者へのヒアリングから，ICT土工

に関する課題等が得られた． 

・ 全体的に工事工程が安定していた． 

・ ソフトや機器が高額であるため，一定程

度の ICT 対象工事件数の確保が不可欠. 

・ 三次元データ作業の迅速性確保が難しい． 

・ ICT活用について，水中部の測量，施工等

の基準の作成を期待する． 

 

３．４ ICT土工における課題 

環境に配慮した河道掘削においては，多様

な生物生息環境を創出していくうえで，水中

部の多様な掘削形状の形成が重要であるが，

その水中部にはICT土工が適用できず情報化

施工を適用しているのが現状である． 

今後，水中部を含むすべての掘削箇所に

ICT土工が適用できるようになれば，さらな

る生産性の向上が期待できる．これを実現す

るために，水中部における三次元測量の技術

の確立と，関連する基準類の整備が今後の課

題である． 

 

４ おわりに 

信濃川下流の概ね30年間の整備内容は，

流下能力確保のための河道掘削が中心である． 

河道掘削の計画においては，引き続き生物

の生息環境となる湿地環境に配慮した掘削形

状の検討を行っていく．また，掘削後には環

境モニタリング調査を実施して，創出した湿

地環境が持続されるかについて検証していく． 

河道掘削の工事においては，引き続きICT

土工の活用を推進し，建設現場のさらなる生

産性向上につなげていく． 

 

謝辞：本稿の執筆にあたり，ご協力いただい

た関係者の皆様に感謝の意を表します． 
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吸水性泥土改質材「ワトル」 

 

五洋建設株式会社 土木部門土木 2020事業部 専門部長 和栗 成樹 

 

１ はじめに 

 吸水性泥土改質材「ワトル」は、吸水性の高

いペーパースラッジ焼却灰（PS 灰）を主原料と

した泥土改質材である。PS 灰に補助薬剤と反応

水を添加し混合攪拌後に乾燥処理を施した泥土

改質材である。ワトルを高含水の泥土に添加混

合することで、ワトルが速やかに泥土中の水分

を吸水し、泥土は土状もしくは砂状に改質され

る（写真－１）。 

 

写真－１ ワトル瞬時改質  

また、従来のセメント系や石灰系改質材を用

いた場合、改質土は高アルカリを示すが、ワト

ルによる改質土は時間経過とともに中性域とな

り、植生土等への再利用が可能となる。吸水改

質なのでセメント系や石灰系改質材では改質が

困難な有機質土にも有効である。更に、PS 灰の

持つ多孔性により腐臭を発する泥土に添加する

と臭気を吸着し低減する特徴を併せ持つ。  

河川、湖沼、港湾の浚渫土や建設汚泥、軟弱

残土の地盤材料としての再利用。また、これら

のダンプトラックでの早期運搬を可能とする泥

土改質材である。軟弱地盤のトラフィカビリテ

ィ確保にも利用できる。  

本報では以上の特徴の検証結果を報告すると

ともに、建設現場での適応事例を紹介する。  

２ ワトルの特徴 

２.１ 改質土の強度特性  

 ワトルを添加した泥土の強度増加は二段階で

構成される。添加直後はワトルによる吸水改良

が効果を発揮し、その後の時間経過（養生時間）

とともに、ワトルに含まれる補助薬剤により水

和物を形成し強度が増加する。  

  本項では含水比の異なる２種の泥土に対し、

ワトルの添加量別の時間経過による強度増加の

測定結果を示す。表－１および図－１は含水比

46％の泥土の改質結果、表－２および図－２は

含水比 82％の泥土の改質結果を示す。  

  表－１ コーン試験結果（含水比 46%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ コーン試験結果（含水比 46%） 
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表－２ コーン試験結果（含水比 82%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ コーン試験結果（含水比 82%） 

  

ダンプトラックで運搬できる土のコーン指数

は 200kN/㎡程度である。含水比 46％泥土の場

合泥土１㎥あたりワトルを 100kg 添加すると

コーン指数は 236kN/㎡となり、添加直後にダ

ンプトラックでの運搬が可能となる。同様に含

水比 82％泥土では 200kg 添加の場合、添加翌

日にはコーン指数 233kg/㎡となり、添加翌日の

運搬が可能となる。  

養生期間を確保すればワトルの持つ水和反応

によりコーン指数は増加し、第二種改良土以上

（qc=800kN/㎡以上)の強度となる。事前配合試

験において、建設現場での土砂仮置場の有無や

目標強度を勘案したワトル添加量を設定する。  

 

２．２ 有機質土の改質効果  

 有機質土に含まれるフミン酸やフルボ酸はセ

メントや石灰の水和反応を阻害し改質効果が低

下する。ワトルは物理的な吸水改質作用がある

ため、化学的改質であるセメントや石灰では困

難な有機質土の改質に有利となる。  

 表－３および図－３は含水比 300%、強熱減

量 22.6%の有機質泥土１㎥に対し、ワトルお

よび生石灰をそれぞれ 400kg 添加しコーン指

数を計測した結果である。24 時間後のコーン

指数はワトル改質土 1,745kN/㎡、生石灰改質

土 782kN/㎡であった。生石灰と比較しワトル

は有機質土に対して有効である。 

表－３ 有機質土の改質効果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 有機質土の改質効果  

 

２．３ 改質土のｐＨ  

 従来のセメントや石灰系改良材で改質した土

砂は pH12 以上の高いアルカリを示す。これら

改質土が降雨等に曝された場合、高アルカリ水

が流出し河川や周辺植生への影響が懸念される。 

 ワトル自体の pH は 10～11 程度のアルカリ

性材料である。混合当初は改質土の pH が 10～
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11 となるが、改質土を気中養生することで pH

は徐々に低下し pH8.5（環境基準）以下となる。 

図－４にワトル改質土と生石灰改質土の pH

測定結果を示す。軟弱泥土１㎥に対しにワトル

および生石灰をそれぞれ 150kg、250kg 添加し

た改質土の pH を時間経過とともに測定した。  

生石灰改質土は pH12 以上の高アルカリを維持

する。一方、ワトル改質土は 10 日程度で環境基

準値 pH8.5 以下となる。気中養生の条件にもよ

るが、ワトル改質土は時間経過とともに改質土

が中性化する特徴を持つ。早期の中性化には、

養生中の改質土のバックホウ等によるかき上げ

が有効と推測する。  

 

図－４ 改質土 pH 測定結果 

 

２．４ 臭気低減効果 

 湖沼や港湾の浚渫土には腐臭を発する泥土が

ある。これらを陸揚げすると腐臭は周囲に拡散

し周辺環境に影響を及ぼすことが問題となる。

ワトルの主原料である PS 灰は、その多孔質性

により臭気を吸着する作用がある。 

腐臭を発する泥土にワトルを添加することで、

改質土の臭気低減を図ることが可能である。  

 表－３および図－５は原泥、ワトル改質土、

生石灰改質土の臭気指数の測定結果である。港

湾の底質土を対象にワトルおよび生石灰をそれ

ぞれ泥土１㎥に対し 200kg 添加した。原泥、ワ

トル改質土、および生石灰改質土について、改

質当日および翌日に臭気指数を測定した。原泥

は陸揚げ直後の臭気指数は 15 であるが、気中

放置した翌日には泥土に皮膜する水分が減少し

臭気指数は 23 と増加した。生石灰改質土は添

加直後に高熱を発し臭気が増加する傾向が見ら

れ、翌日の臭気指数も 21 と変化が無い。一方、

ワトル改質土は改質当日の臭気指数が 12、翌日

が 6 となり臭気の低減効果が認められた。なお、

悪臭防止法での規制範囲は工業用に供されてい

る地域で 21 以下、その他の地域で 18 以下とす

るのが適当とされている。  

表－３ 臭気指数測定結果  

 

 

図－５ 臭気指数測定結果  

 

３．建設現場での適応事例  

３．１ 地盤改良工事 

 茨城県内で既存の田圃を駐車場に造成する工

事である。既存の田圃表土では路床としての強

度が不足するため、ワトルで路床改良を行っ

た。周辺は耕作中の田圃に取り囲まれており、

セメントや石灰で改良した場合、改良土からの
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流出水は高アルカリとなる。このため、中性固

化材であるワトルを使用し路床改良を行った。

所定量のワトルを表土に敷き均しスタビライザ

ーで攪拌混合する工法とした。施工状況写真を

写真－２および写真－３に示す。  

                   

 

 

 

写真－２ 敷き均し   写真－３ 混合攪拌 

 

３．２ 港湾浚渫土改質  

 茨城県内の発電所港内浚渫工事において、浚

渫土を発電所構内に陸揚げし速やかに陸送によ

り構内利用場所まで運搬する工事である。浚渫

土は含水比が高く、現状ではダンプトラックに

よる陸送が不可能である。よって、浚渫土の改

質が必要となるが、陸揚げ後の改質エリアが狭

く、浚渫土改質後翌日にはダンプで運搬できる

強度の確保が必要であった。瞬時改質が可能な

ワトルの使用で課題解決に至った。ポンドに投

入した浚渫土にワトルを添加し、バックホウで

攪拌混合し改良を行った。施工状況写真を写真

－４および写真－５に示す。  

 

 

 

 

写真－４  改良エリア  写真－５  改良状況 

 

３．３ トラフィカビリティ確保  

 東京都内の漁港防潮堤改良工事において、漁

港周囲の防潮堤を建設する工事である。漁港入

出港部の水門を締め切り、漁港内の海水を排水

した後重機を搬入し防潮堤を構築する。排水後

の底質土は含水比が高く、現状では重機の搬入

が不可能である。底質土をワトルで改質し重機

のトラフィカビリティ確保を図った。工期短縮

のため改質した部分に直ちに重機が前進するた

め、瞬時の改質が必要であった。また、漁港内

の止水域の底質土であるため、腐臭が激しく有

機分を多量に含む。消臭効果と有機質土改質も

使用目的の一つである。施工状況写真を写真－

６および写真－７に示す。  

 

 

 

 

 

写真－６ 現場全景   写真－７ 混合攪拌 

 

３．３ 湖沼護岸の構築  

 千葉県印旛沼の護岸築造の試験工事におい

て、陸揚げされた浚渫土により湖沼の緩斜護岸

を構築するものである。岸部の底質土を改質し

重機足場とした後、改質した浚渫土を撒き出し

緩斜護岸を構築するものである。重機足場構築

のための瞬時改質と、中性域で緩斜護岸形状を

維持できる強度の必要性からワトルの使用に至

った。施工状況写真を写真－８および写真－９

に示す。 

 

 

 

 

写真－８ 浚渫土改質   写真－７ 撒出し 

 

４．おわりに  

 昨今、泥土の再利用にあたり環境に配慮した

改質材が求められている。建設残土の処分先が

逼迫している現在、ワトルはそれらの要望に対

し十分貢献できると考える。  
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「Made in 新潟 新技術普及・活用制度」の概要 

 

新潟県 土木部 技術管理課 主任 倉地 勇二 
 

１ はじめに 

「Made in 新潟 新技術普及・活用制度」（以下、

「本制度」という。）は、新潟県内の企業が開発し

た土木、港湾および建築分野の新技術を募集し、

新潟県が発注する工事に使用した結果を含めて広

く情報提供を行う制度である。県内企業が開発し

た新技術の普及と活用を促進することで、県内建

設関連産業の活性化に資することを目的としてお

り、平成 18 年度に創設した制度である。 

また、県では開発企業だけでは難しい県外への

販路開拓を支援するとともに、県発注工事等で活

用した結果を公開することにより、全国での普

及・活用を促している。 

 

２ 制度の必要性 

２．１ 建設産業の現状 

このような状況のもと、新潟県では、「第三次・

新潟県建設産業活性化プラン」を策定し、建設産

業の優れた技術と経営を確保するとともに、地域

の守り手として持続的に発展していくため、官民

一体となって取組んでいる状況である。  

新潟県の建設産業は、地域発展の基盤となる社

会資本の整備等を担うとともに、災害対応や除雪

などの地域の安全・安心の確保に重要な役割を果

たし、また、これを通して地域経済や雇用を支え

るなど、本県にとって欠かすことのできない主要

な産業である。 

一方で、長らく建設投資の減少が続いており、

新潟県土木部予算も同様の傾向（図－１）にある。

また、将来を担う人材不足などにより、建設産業

は厳しい経営環境に置かれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 新潟県土木部予算の推移 

 

２．２ 制度の意義 

新潟県内の建設関連企業は、厳しい経営環境下

においても、創意工夫と自助努力により、地域の

保全に貢献しており、県がこれらの企業やその試

みを後押しすることには大きな意義がある。 

また、県内企業が開発した新技術の普及・活用

を促すことは、開発企業の経営基盤の強化につな

がり、地域の守り手である建設産業の活性化や、

ひいては地域住民の安全・安心につながる。 

これらを背景に、新潟県は建設産業の振興策の

１つとして、平成 18 年度に本制度を創設し、新

技術の普及と活用を促し、県内建設関連産業の活

性化に取り組んでいる。 

 

３ 制度の概要 

３．１ 技術の申請要件 

本制度への登録を申請できる技術は、以下のす

べての要件を満たす技術としている。 

 申請者は、主たる営業所（本社・本店）が新潟

県内にある民間事業者 
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 申請者が単独または共同で開発した新技術 

 土木、港湾および建築の工事等現場に活用でき

る新技術 

 普及が見込まれる新技術 

 実用化されている新技術 

 

３．２ 登録審査 

登録申請のあった技術について、学識経験者お

よび有識者等で構成される新技術評価委員会（以

下、「評価委員会」という。）で、登録の可否を審

査する。 

 

３．３ 「普及制度」と「活用制度」 

 本制度は「Made in 新潟 新技術普及制度」と

「Made in 新潟 新技術活用制度」の２つで構成

される（図－２）。 

「普及制度」は、評価委員会の審査で登録適当

とされた新技術を登録し、登録した技術の情報を

ホームページ等で公表し、広く一般に提供するこ

とで、新潟県、県内の市町村や国等の官公庁、民

間企業、そして県外まで広く普及することを促す

制度である。 

「活用制度」は、登録新技術を新潟県や対象市

町村が発注した工事で活用して得た効果を調査し、

評価委員会で評価した結果をホームページ等で公

表し、広く一般に提供することで、他の工事での

活用や技術改良を促す制度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 制度の概要 

３．４ 登録技術の称号 

登録技術の中で、活用評価結果が良好で、活用

実績（活用件数または売上額）の多い技術を

「Made in 新潟 ゴールド技術」に認定している。

ゴールド技術に認定することにより、当該新技術

の信頼性を高め、普及と活用をさらに促進するこ

とを目的としている。 

また、ゴールド技術の中でも、特に優れた技術

で、全国的な需要が期待できる技術を評価委員会

が選定し、「Made in 新潟 プラチナ技術」に認定

している。プラチナ技術に対し、新潟県標準歩掛

の整備や県単価表への単価掲載等の標準化支援を

実施している。また、開発企業に対し、県外見本

市への出展費用や県外デモ施工費等を補助する販

路開拓支援事業により、県外販路開拓を支援する

ことで、新技術を『広く普及した技術』へと昇華

するよう後押ししている。 

 
図－３ ロゴマーク 

 

４ 登録状況と活用実績 

４．１ 登録状況 

 平成 29 年８月 31 日現在の登録技術数は 188 技

術（土木 168 技術、建築 20 技術）となっている。

また、登録技術のうち 17 技術がゴールド技術に

認定されており、17 技術のうち８技術がプラチナ

技術に認定されている。 

 

４．２ 活用実績 

平成 18 年度から平成 28 年度までの登録技術の

活用件数および売上の推移を示す。（図－４） 

平成 18 年度の制度創設から平成 28 年度までの累

ゴールド技術 プラチナ技術 登録時 
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計の活用件数は約 44 千件、売上額は約 840 億円

となっている。また、平成 28 年度の売上額約 99

億円のうち、６割以上が県外での売上げであり、

登録技術が全国で活躍している状況がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 登録技術の活用・売上状況 

 

５ 普及・活用に向けた取組 

５．１ 県内イベントの開催 

本制度及び登録技術について、新潟県内での知

名度を高め、登録技術の県内の普及と活用を図る

ため、「Made in 新潟 新技術展示・発表会」及び

「Made in 新潟 新技術説明会」を毎年開催して

いる。 

 「展示・発表会」は毎年 11 月に主に朱鷺メッ

セコンペティションホールで開催し、約 80 技術

の展示会と約 10 技術の技術発表や特別講演を行

うイベントで、約 400 名の来場がある。 

 「説明会」は毎年１～２月に上中下越の３会場

で 13 技術の技術説明を行うイベントで、３会場

合計約 400 名の来場がある。 

 

５．２ 県外見本市への参加 

 県外での本制度及び登録技術の知名度を高め、

県外での普及と活用を図るため、県外で開催され

る建設見本市へ登録企業と合同で出展を行ってい

る。平成 29 年度は仙台市、東京都、熊本県、名

古屋市で開催される見本市への出展を行い、新潟

県の有用な新技術を PR した。 

５．３ 新潟県発注工事での活用に向けた取組 

登録技術の信頼性を高め、また、更なる技術改良

を行うためには、新潟県が発注する工事で積極的

に活用する必要がある。そのため、工事の各段階

で下記の取組を実施している。 

設計段階① 本制度や NETIS 等の新技術・新工法

を積極的に活用・検討することを新潟県標準仕様

書に位置づけ 

設計段階② 概略設計業務、予備設計業務等の比

較検討案の選定において、本制度の登録技術を含

めることを特記仕様書により義務づけ 

入札段階 総合評価落札方式において、本制度の

登録技術の活用を提案した場合に加点 

施工段階 受注者の提案で登録技術を活用した場

合に工事成績評定時に加点 

 

６ おわりに 

建設産業は社会資本の整備を担い、災害対応等

の地域の安全・安心の確保に重要な役割を果たす

本県にとって欠かすことのできない主要な産業で

ある。一方で、建設産業が置かれている厳しい経

営環境のもと、建設産業が持続的に発展していく

ための様々な取組が官民一体で行われている。 

 建設工事における新技術の導入は、建設産業全

体の技術力を高め、建設コストの低減、社会資本

の長寿命化等の良質な社会基盤の整備に寄与する

ものでもある。新潟県では「Made in 新潟 新技

術普及・活用制度」により県内企業が開発した新

技術の普及と活用を促し、地域の守り手である建

設産業を活性化させていきたいと考えている。 

 最後に、本制度に登録されている新潟県の有用

な新技術について、「Made in 新潟 新技術」のホ

ームページで広く情報提供しているので、是非一

度ご覧いただければ幸いである。 

 

 http://www.shingijutu-niigata.jp/ 
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高い浸透性能を発揮する「極超微粒子セメント注入材料」

日特建設㈱ 技術本部 設計部 竹内 仁哉

1 はじめに

液状化対策、耐震補強、地盤強化、止水等を

目的として薬液注入工法が用いられている。こ

の工法は、ミキサー内で混合した注入材料を地

盤内に浸透させて固結させる工法であり、他工

法に比べて建設副産物の発生が少なく、施工設

備も小規模で済むため利便性が高い。しかし、

砂質土地盤に十分に浸透し、かつ強度発現性に

優れた注入材料は今まで存在しなかった。そこ

で高い浸透性、強度発現性、耐久性を有する新

しい注入材料を得るために、従来のセメント系

注入材料よりも更に粒子径を細かくした極超微

粒子セメント注入材料を開発した。本論文で

は、この極超微粒子セメント注入材料の注入特

性と施工事例について報告する。

2 極超微粒子セメント注入材料の特性

2．1 セメント粒子径

極超微粒子セメント（以下 USFCと略す）は、

注入材料としての浸透性能を向上させるために、

セメント粒子を極力、微細に粉砕・分級する特殊

な工程を経ることによって製造されている。図-

1にレーザー散乱・回折法で測定した USFCの粒

度分布を示す。図中には、市販の超微粒子セメン

ト（以下 SFC と略す）と普通ポルトランドセメ

ント（以下 OPCと略す）の粒度分布も併記した。

図-1から USFCの平均粒径（D50）は 1.5μmであ

り、SFCの 4μmに比べて約 1/3、OPCの 20μmに

比べて約 1/13 と極めて微細なセメント粒子であ

ることが理解できる。写真-1に USFC と SFC の

電子顕微鏡写真（5000 倍率）を示すが、両者の

粒子径の差異はより明瞭である。そしてこの粒

子径の差異（大小）が、後述のとおり、地盤への

浸透に対して大きな影響を与える。

2．2 浸透性能

USFCの浸透性能を評価するために、比較対象

として SFC及び OPCを選定し、写真-2に示す配

合 W/C=200%のグラウトの自然流下による浸透

試験を行った。この試験は容器内に模擬砂層と

して①珪砂 4号、②豊浦砂、③ガラスビーズ (JIS

R6001 J-150)の 3層を設け、試験容器の上部から

それぞれの注入材料を注ぎ各層への浸透状況

（浸透可否）を確認して、その注入材料の浸透性

能を評価するものである。各砂層の D50 および

D15を表-1に、粒度分布を図-2に示す。また浸透

試験に用いた各注入材料の粒子径（G50、G85）を

表-2に示す。

試験の結果、USFCのみが 3層を全浸透通過し

たのに対し、SFC は豊浦砂層と珪砂 4 号層を、

OPC は珪砂 4 号層のみを浸透通過した時点で目

図-1 各種セメントの粒度分布

USFC 平均粒径 1.5μm SFC 平均粒径 4μm

写真-1 セメント粒子の電子顕微鏡写真
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詰まり現象が発生し、それよりの下層への浸透

は不可であった。この結果から、注入材料に含ま

れる粒子径が砂層への浸透に大きな影響がある

こと、および最も微細粒子である USFCの浸透性

能が最も高いことが理解できる。

従来から、セメントグラウトを含む懸濁型注

入材料が地盤に浸透するためには、土粒子間隙

に対して注入材料の粒子径が十分に小さくなけ

ればならないと言われている。一般に懸濁型注

入材料の浸透限界は、次式に示すグラウタビリ

ティー比（N1）で判断することが可能である。

【浸透する条件】 N1 ＝ D15／G85 ≧ 15

D15：地盤の土粒子の粒径加積曲線の 15%粒径

上述の浸透試験に用いた砂層および注入材料

からグラウタビリティー比 N1の算出値と、浸透

試験から得られた浸透可否をまとめると表-3 の

ようになる。表中の○×は N1比から見た浸透可

否を示している。N1 比と今回の試験結果が整合

的であることと同時に、理論上からも USFCの浸

透性能の高さが理解できる。

3．野外での極超微粒子セメント注入試験 2）

自然地盤において、実機を用いた実物大規模

の注入試験を通じ、改良体の 3 次元的形状や強

度等を確認する目的で野外注入試験を行った。

3．1 野外注入試験の概要

3．1．1 地盤条件

注入試験は千葉県富津市内の沖積層地盤で実

施した。事前に

行った地質調

査結果から得

られた注入対

象地盤の特性

を表-4に示す。

3．1．2 注入試験の諸条件

注入試験孔は 4 孔とし、USFC の配合（W/C）

及び注入速度は，表-5のとおりに設定した。充填

USFC OPC USFC OPC
SFC SFC

写真-2 自然流下による浸透試験 1）

表-1 試験砂層の粒径

表-2 注入材料の粒子径

図-2 試験砂層の粒度分布

表-3 グラウタビリティー比 N1と浸透試験結果

表-4 注入対象地盤の特性
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率（α）は、事前に行った室内試験で貧配合条件

ほど注入材料の浸透長が短縮した結果を考慮し、

通常よりも高い値とした。計画注入量 Q は改良

体（球体）の直径を φ2.0m と仮定し、充填率

α=125%と設定して、次式を用いて算出した。

Q=V×n×α= (4/3× π×13)×0.36×1.25=1,880 L/孔

V : 改良体の体積（m3）

3．1．3 注入方法

注入に用いた試験用パイプの概要を図-3 に示

す。試験用パイプは、孔径約 100mmのボーリン

グ削孔した孔内に、注入区間長 L=1.0mのストレ

ーナー加工した φ40mmの塩ビ製パイプを挿入し

た。なお、地表部への注入材料の漏出防止として、

布製パッカを注入区間上部に取り付けている。

USFC の 注 入

は、一定速度で行

い計画注入量に

達した時点で注

入完了とした。作

業中の注入速度、

注入圧力及び積

算注入量は、電磁

流量計を使用し

て記録した。

3．2 野外注入試験結果

3．2．1 改良体の強度

注入完了後、試験孔からそれぞれ 0.25，0.50，

0.75m 離れた位置でチェックボーリングを行い、

採取したコアを用いて一軸圧縮試験(材齢 28日)

を行った。結果を図-4に示す。特筆すべき事項と

して、1) W/C=400%は改良体外周部付近(0.75m)

でも 7000kN/m2 以上の高強度を発現した、2）

W/C=800%以上の貧配合条件でも 3000kN/m2 以

上の強度を有していた、ことが挙げられる。理由

は不明であるが W/C=800%、 20L/min の試験孔

における 0.50m 部の異常高値を除けば、各試験

孔における大きな強度差は無く、高強度かつ均

質な改良体が造成されたものと推察できる。

3．2．2 改良体出来形

注入完了後、地盤を

掘削し改良体の出来

形確認を行った。確認

した改良体の一例を

写真-3に示す。各試験

孔の改良体のいずれ

も球体状を呈してお

り、注入材料の割裂脈

は無く浸透注入形態

で改良されたものと

推察できた。出来形径は貧配合条件ほど改良体

径が小さくなる傾向があり、頭部改良径で比較

すると、W/C=400%が φ1.9~2.0m、W/C=800%が

φ1.8~1.9m、W/C=1200%が φ1.5~1.6m であった。

この結果から、W/C=400~800%の範囲が適切な改

良体径を得られる配合であると判断された。

4 施工事例 3）

4．1 工事概要

表-5 野外注入試験の諸条件

図-3 注入方法の概要図

図-4 一軸圧縮強さと改良体中心からの離間距離

Ｗ≒2.0m

Ｈ≒2.0m

注入パイプ

写真-3 改良体出来形

（W/C=400% 15L/min）
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本工事は、ガントリークレーンの大型化に伴

い重量が増加することで、既設レール基礎の曲

げ耐力（地震時）が不足したため、荷役作業を止

めることなくその対策をとる必要性から、地盤

改良によって基礎直下の地盤バネを強化した事

例である。図-5にそのレール基礎断面を示す。地

盤改良の対象は基礎砕石および基礎栗石であり、

栗石層の間隙には砂等が詰まっており、その粒

度分布は礫分 83%、砂分 13%、シルト分 4%、ま

た基礎砕石は礫分 72%、砂分 24%、シルト分 4%

であったことが事前調査で判明している。

4．2 施工方法

施工方法は、以下の観点から USFC注入材料を

用いた注入工法が最適であると判断された。

①岸壁を供用しながらの施工であり、短時間

で作業エリアを開放できる。

②対象は粗石が多数混入する礫質土であるが、

間隙は砂および細粒分で詰まっている。

③地盤改良によってレールに変状を与えない。

④改良体上面に高い支持力が求められる。

注入方法は、まず任意方向への浸透制御が可

能な FDC グラウチング工法により対象範囲の外

側に 0.5m厚さの隔壁を作った後、内部を浸透注

入によって改良する手法が採用された。その概

念図を図-6 に示す。内部浸透注入はダブルパッ

カ工法が採用され、一次注入材料（CB）の注入

率は 5%、二次注入材料（USFC）の注入率は 36%

の設定で注入が行われた。工事延長は 350mあり、

その全体工事数量を表-6に示す。

4．3 効果確認

注入効果確認は平板載荷試験、チェックボー

リングコア観察および孔内水平載荷試験を実施

している。いずれにおいても良好な結果を示し、

必要な支持力が得られたことを確認した。

5 おわりに

極超微粒子セメントは、これまでのセメント

系注入材料にはない高性能を有しているものの、

特殊な工程を経て製造される材料であるために

非常に高価である。従って、用途や地質条件別に

最適な配合や注入方法を検討し確立する必要が

ある。今後も試験や施工事例を通じてデータの

蓄積を図り、より経済性・品質特性に優れたもの

を目指す必要がある。
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図-5 レール基礎断面

表-6 全体工事数量

浸透注入 隔壁注入

断面図

図-6 施工概略
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自律制御型振動ローラー「T-iROBO®Roller」の一般工事適用について 
 

大成建設株式会社 技術センター 先進技術開発部○青木 浩章   

大成建設株式会社 技術センター 先進技術開発部 片山 三郎   

大成建設株式会社 北信越支店 新潟環境エコパーク 3 期工事作業所 阿部 祐規   

 

1 はじめに 

自律制御型振動ローラー（以下、T-iROBO 

Roller と記載）は、2012～2014 年度に国土交

通省建設技術研究開発助成制度「次世代無人化

施工システムの開発」（以下、助成制度と記載）

に採択されて開発したものである。11t 級振動

ローラーにセンサーや演算装置、あるいはロボ

ット機構等を搭載し、作業計画や現場条件を与

えて作業開始を命令するだけで自動走行を実施

するシステムである(図-1)。 

従来の無人化施工はモニターを見ながら遠隔

操作をするため、設備面では作業箇所の状況を映

し出すカメラ設備や通信設備が多く必要ある。一

方、作業面ではカメラ映像を見て操作するため、

通常の搭乗操作と比べて運転操作が特殊で、操作

できるオペレーターが年々減少し不足してきて

いるという問題点があった(図-2)。この様な課題

を解決するため、無人化施工の操作支援ツールと

して振動ローラーを自動運転するT-iROBO 

Rollerを開発した。本システムは、前述した助成

制度による開発終了後の2015年度には、国土交

通省「次世代社会インフラ用ロボット開発現場検

証」において無人化施工現場における適用性評価

として7段評価中上位から2位の「活用を推薦す

る★★」の高評価を得ており、無人化施工におい

て効果があることが示された技術である。 

その一方で一般工事に目を向けると、無人化施

工同様、人手不足や、熟練技術継承不足といった

課題は共通事項として存在する。このため国土交

通省においてもi-Constructionと称してICT技術

やロボット技術を活用し建設現場の生産性向上

を目指おり、本システムの様な自動運転技術も将

来を見据えると、生産性向上に大きく寄与すると

期待されている技術である。 

本論では、無人化施工として発展してきたロボ

ット技術であるT-iROBO Rollerを一般施工に適

応した事例を紹介するとともに、適用時の走行精

度などについて報告する。 

 
図-1  T-iROBO Roller の概要 

図-2 従来の無人化施工 

 

2  T-iROBO Rollerについて 

2.1 システム概要 

本システムの全体構成を図-3、センサー取付

け状況を図-4、操作イメージを図-5 に示す。

T-iROBO Roller は、ホスト PC 上で施工範囲な

どの作業計画を入力しスタートボタンを押すと、
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そのデーターに基づきレーン数と走行基線（レ

ーンの中心線：黄矢印）を自動構築する。その

後、作業開始命令を与えると、自律制御用 CPU

が行う制御演算により走行基線に沿って正確に

走行する。 

 

図-3  T-iROBO Roller 全体構成 

 

図-4 センサー搭載状況 

 

図-5 操作イメージ 

 

2.2 一般工事適用のための改造 

2.2.1 自律制御のための電子制御化 

 自律制御用 CPU による制御信号によって建

設機械を制御するには、電子制御化（以下、電

制化と記載）対応の建設機械が必要である。助

成制度で開発した際に使用した振動ローラーは、

製作メーカー純正の遠隔操作型の電制化された

機械であった。しかし現在では、当該機械は新

規製造が殆ど無く、市中台数が少ない。そのた

め一般工事に展開していくためには、汎用機械

に外付けして電制化するシステムが必要であっ

た。そこで、ハンドルやアクセルといった物理

的な駆動部分に電制化可能なステッピングモー

ターを外付けするロボット機構を開発した(図

-6、図-7)。ロボット機構は、脱着が容易に可能

な機構で、システム搭載した状態においても搭

乗操作可能な構造である。 

 
図-6 ハンドル部のロボット機構 

 
図-7 アクセル部のロボット機構 

 

2.2.2 システム対応 

T-iROBO Roller は、元々は「遠隔操作仕様」

であった。そのため、遠隔操作室などの建設機

械から離れた遠隔地にホスト PC を設置し、施

工状況や機械の状態は無線通信を介して監視す

る仕様としていた。しかし、遠隔操作室を配置

するのは、設備が過大になり適用に対して障害

となるため、一般工事で容易に適用可能にする

ため、以下の二点を改良した。 

①ホスト PC の車載化（遠隔操作室不要） 

②ホスト PC を使わない操作・車両情報監視 

 （ハンディーデバイスによる操作と 

電光掲示板による状態監視） 

図-8、図-9に遠隔操作仕様と一般工事仕様の全

体システムをそれぞれ示す。ホストPCを車載す

ることで、設置に場所と手間が掛かる遠隔操作室
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は不要で、オペレーターはハンディーデバイスを

用いて作業開始命令等を与えることができる。こ

の改良により無人化施工でない一般工事におい

ても導入し易くなった。また今まで、ホストPC

で監視していた情報は、建設機械に設置した電光

掲示板に表示した。これにより作業場所で容易に

作業状態を把握できるようになった(図-10)。自

律作業する機械と通常作業機械が、近接協働する

場合などにおいて適用すれば、作業の「見える化」

となり安全性が向上する。 

 

図-8 無人化施工仕様の全体システム 

 
図-9 一般工事仕様の全体システム 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 電光掲示板による「見える化」 

3 一般土工事における適用事例 

3.1 工事概要 

工事件名：エコパークいずもざき第 3 期 

最終処分場建設工事（図-11 参照） 

（新潟県三島郡出雲崎町稲川字池ノ尻地内） 

工  期：2016.4.26～2018.8.31 

発注者名：（公財）新潟県環境保全事業団 

工事内容：敷地 5.3ha，容量約 93.7 万 m3 

 

図-11 現場鳥瞰図 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 施工対象箇所 

 

適用個所は、廃棄物を貯留する埋立箇所の下流

側に位置するアースダム形式の貯留構造物を構

築する盛土転圧であった。現場は、図-12に示す

よう盛土構造物の中央付近にコンクリート製の

構造物を有している。T-iROBO Rollerの現行能

力では、障害物には一時停止機能のみ考慮されて

おり、障害物を回避する能力が無いため、障害物

付近と法肩付近の自律運転は、作業所との協議の

上、4t級の小型振動ローラーで有人作業を行うこ

ととした。従って、T-iROBO Rollerは障害物が

無い、広範囲な施工部位を担当した(図-13)。 

盛土量：約 60,000m3  
堤高：約 15m 
施工幅：10～100m 
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図-13 T-iROBO Rollerによる施工状況 

 

3.2 実施工での適用結果 

 施工は表-1 の条件にて実施した。転圧対象の

土砂は、現場付近の切土残土や外部搬入された

ものであり状態は様々であった。転圧後の轍（車

輪跡）が 5cm 以上と未満で、図-14、図-15 の

ように走行精度がやや変化したが、計画基線と

実走行の誤差の標準偏差 σ は、10cm 程度とい

う結果であった。 

表-1 施工条件 

 

 

 
図-14 轍5cm以上の走行精度 

 
図-15 轍5cm未満の走行精度 

4 まとめ 

 今回工事で T-iROBO Roller と協働したブル

ドーザーやキャリアダンプの運転手は、施工当

初は次層盛土のための準備としての輻輳作業を

行わず、自律運転状況を遠くで眺めていたよう

であった。しかし、何度も安定した自律走行を

行う様子や、障害物発見等の偶発的事象におい

て、一時停止する様子、強制停止する方法を確

認することができたので、エリア区分をおこな

い、一方のエリアでブルドーザーによる敷き均

し作業をおこない、もう片方のエリアで

T-iROBO Roller による転圧作業を実施した。

これにより敷き均し作業と、転圧作業を交互に

実施できたため施工の効率化に繋がった。 

冒頭で述べたとおり、このシステムは無人化

施工をターゲットに開発したオペレーターの操

作支援するツールであった。しかしながら今回

の様に一般工事への適用を通して無人化施工現

場以外でも十分活躍できる性能を有することが

実証することができた。 

本技術のように、建設機械を自動化すること

は、施工現場の生産性向上に期待ができると考

えている。 

 

謝辞 

本現場実証にあたり(公財)新潟県環境保全事

業団と工事作業所の関係者に、多くのご協力と

ご意見を頂きました。ここに謝意を表します。 

 

参考文献 

青木浩章，片山三郎，阿部祐規：自律制御型振

動ローラー「T-iROBO®Roller」の一般土工事に

おける実証，大成建設技術センター報第 50 号，

47，2017. 

－89－



 

Ｈolostruction（ホロストラクション） 

～三次元データの活用による生産性向上技術～ 

 

小柳建設株式会社 ＩＴシステム課 吉田 康  

 

１ はじめに 

 近年、建設生産性向上を目的としたＩＣ

ＴやＵＡＶ（ドローン等）活用など様々な

新技術の取り組みが進行しているが、３次

元データを含むデジタルデータの利活用は

測量、施工、検査などの一部または、段階

ごとにとどまり、工事全体での運用までに

は至っていない。 

そこで、当社は国土交通省が推し進める

i－Ｃonstructon にて提言されているフロ

ントローディングやコンカレントエンジニ

アリングの考え方のもと、すべての建設生

産プロセス（計画・設計・施工・維持管

理）における建造物の３次元データや関連

書類などを一元管理し、複合現実技術（Ｍ

Ｒ:Ｍixed Ｒeality）によりそれらを利活

用できる仕組み作りを行っている。 

 

２ 本技術の概要 

 本技術は、複合現実技術（ＭＲ）を用い

て建設生産プロセスにおけるすべてのデー

タを３次元ホログラフィックとして現実空

間に投影し、実物大から様々なスケールに

おいて建造物を確認できるとともに、関連

書類の検索を直感的に可能とする技術であ

る。 

また、遠隔地を含む複数人とこれら投影

された様々な情報をリアルタイムに共有す

ることが可能であり、共同操作による計画

や施工協議を円滑に進めることができる。 

２．１ 複合現実技術（ＭＲ） 

 本技術の説明に先立ち複合現実技術（Ｍ

Ｒ）について説明する。 

２０１６年はＶＲ元年と呼ばれ、仮想現実

技術（ＶＲ:Ｖirtual Ｒeality）や拡張現

実技術（ＡＲ:Ａugmented Ｒeality）によ

る様々なソリューションが誕生した。 

本技術で用いる複合現実技術は現実世界

と仮想現実の丁度中間に位置する技術と言

える。（図－１） 

 

図－１ 技術イメージ 

なお、仮想現実技術（ＶＲ）については

背景を含む全ての空間を仮想世界として表

現する技術である為、現実世界の視界は完

全に遮断され、自由な移動などが制限され

る。 

また、拡張現実技術（ＡＲ）については

補助的な情報提供用途として主に利用され

ている。 

これに対し複合現実技術（ＭＲ）は、 

Ｍicrosoft 社のＨoloＬens（以下ホロレン

ズ）（写真－１）というヘッドマウントデ

ィスプレイを頭部に装着し、現実世界に３

次元モデルを融合しながら表示する技術で

ある。（表－１） 
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写真－１ Ｍicrosoft 社ホロレンズ 

 

表－１ 仮想世界使用技術比較 

 

 

ホロレンズは常にデバイス上のレーザー

スキャナとカメラにより投影する場所の空

間認識を行う為、レンズ装着者は投影され

た３次元オブジェクトがあたかもその場所

に存在するものとして立体的に認識するこ

とができ、自ら投影空間を自由に移動しな

がら様々な角度や縮尺により投影物を現実

に近い形で目視することができる。（写真

－２） 

 

写真－２ 1/100 スケ－ルの確認イメージ 

 

また、複合現実技術（ＭＲ）では現実世

界が実際に見える状態である為、複数のレ

ンズ装着者と同時に同一の投影物を確認で

き、机などの障害物や他の利用者などと衝

突する事無く投影空間内を自由に移動でき

る点が大きな特徴である。 

 

３ Ｈolostruction 技術 

 

３．１ 技術の説明 

 当社が開発を進めているＨolostruction

（以下ホロストラクション）では、複数の利

用者がホロレンズを用いて建造物の３次元

データや関連情報を会議室などの空間に投

影し、ディスカッションを行うことができる。 

また、単なる３次元ビュ－ワとは異な

り、独自技術のＴimeＳlider 技術(以下タ

イムスライダー技術)により、現在・過去・

未来の時間軸を自由に行き来することがで

き、確認したい工程段階の状態を３次元モ

デル上で容易に確認することができる。 

これにより、複数の利用者が同一の３次

元モデルを建設生産プロセスの各段階にお

いて、確認や協議を行うことが可能となっ

ている。 

 

３．２ タイムスライダー機能 

 本技術の大きな特徴であるタイムスライ

ダー技術は３次元データに時間属性を持た

せることにより実現している。 

建造物の３次元データを複数のレイヤー

に分割し、レイヤー毎に時間属性を定義す

ることで、指定された任意の時間軸に存在

する３次元モデルを空間に投影することが

出来るようになっている。（写真－３） 

さらに、操作者は簡単な手の動き（ジェ

スチャー操作）により工程表上の見たい時

間を指定することで、未来及び過去の施工

状態を直感的に３次元モデルにより確認す
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ることができる。（図－２） 

 

 

写真－３ ３次元モデルの表示イメージ 

 

図－２ 指定した時間軸の状況を確認 

 

３．３ コミュニケーション機能 

建設業務には、数多くの会社や人が存在

している。それらの人々のイメージの共有

は非常に重要である。そこで、ホロストラ

クション技術では、複数の利用者が同一の

３次元モデルを同時に参照、操作しなが

ら、工程毎の詳細な打ち合わせや現場の安

全性の確認など行える機能を有している。

（写真－４） 

また、遠隔地の利用者ともネットワーク

回線を介し、同一モデルを投影しながら、

お互いの位置や目線などを認識しながらデ

ィスカッションを行うことができる。 

なお、遠隔地の利用者は空間上にアバタ

ーとして表示させることにより、より現実

に近いコミュニケーションが可能である。

（図－３） 

 

写真－４ 複数人での協議イメージ 

 

図－３ 遠隔地者はアバターとしてデ

ィスカッションに参加 

 

３．４ ドキュメント機能 

協議や検査に必要なデータや文書もシス

テム内に格納することで、３次元モデルを投

影しつつ、工程段階に応じた必要書類を投影

空間上に３次元モデルと共に表示できる仕

組みである。（写真－５） 

３次元モデルや工程表に紐づいた検査デ

ータなどを同一空間に可視化することで、広

いスペ－スを使用した確認や協議が行える。

（図－４） 

 

写真－５ ドキュメントの表示イメージ 
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図－４ 各種検査データの表示イメージ 

 

４ ホロストラクションによる課題解決 

ホロストラクションの継続的な取り組み

により、建設業が抱える様々な課題の解決に

寄与できると考える。 

 

４．１ 生産性の向上 

設計や計画段階で、リアルに施工計画を

立案することができ、現場の施工方法や問

題点などを関係者が集中的に協議、検討す

ることができるようになり、設計変更によ

る手戻りのリスクを抑える。 

また、全ての関係者が会議室や現場へ行

くことなく、オンラインでこれら協議を行

える事により時間効率を高め生産性を向上

させる。 

 

４．２ 労働者不足・担い手不足の解消 

３次元モデルを使用した打ち合わせを行

う事により、経験の浅い若年者労働者や言葉

の壁が存在する外国人労働者などが、熟年労

働者の持つ経験や専門的知識を持たずに工

事全体の流れや自身の作業工程の内容を直

感的に理解することが可能となる。 

 

４．３ 安全性の確保 

作業工程で生じる危険個所を予めシミュ

レ－ションし把握することができる。 

重機や人員配置など３次元モデル上に実

際に配置し１：１スケ－ルにて確認できる

ほか、人が行きにくい危険個所などの状況

をリモ－トで確認できるようになる。 

 

４．４ 検査業務の負担軽減 

３次元モデルと検査書類を統合すること

により、段階検査での必要データを容易に

検索、確認することができる。 

 

５ まとめ 

本報告では、現時点でのホロストラクショ

ンの取り組みについて報告した。 

現在、２０１７年４月に発表したホロスト

ラクションのコンセプトモデルを産学官の

様々な箇所で、デモンストレーションを行っ

ている。体験者からは高い評価をいただいて

いる一方、解決しなければならない課題もま

だまだ多い。 

しかしながら建設業が抱えている様々な

課題を少しでも解消、低減させるため、今後

も引き続き、現場での実証実験などを通して、

各所と協力しながら、さらなる機能拡充を図

っていく予定である。 
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管路内水位監視サポートシステム（携行型）の紹介 

 

株 式 会 社  興 和  水 工 部 課 長   土 田  健 太 郎    

 

１ はじめに 

 管 路 内 水 位 監 視 サポートシステムとは、下 水

道 管 路 内 工 事 の安 全 確 保 のため、作 業 現 場

の上 流 側 に水 位 計 及 び警 報 発 信 機 を設 置 し、

水 位 の上 昇 を検 知 したら、直 ちに下 流 側 へ警

報 を無 線 伝 達 するシステムであり、平 成 21 年 に

開 発 したものである。 

 今 回 、下 流 側 に配 置 する警 報 の受 信 部 を新

たに開 発 し、コンパクトで扱 いも容 易 な携 行 型

に改 良 したので、その概 要 について報 告 する。

なお、この受 信 部 の携 行 型 は平 成 28 年 度 に

「Made in 新 潟  新 技 術 」として登 録 した。 

 

２ 開 発 の経 緯  

２．１ 管 更 生 工 事 における通 常 の安 全 管 理  

 管 更 生 工 事 お け る 合 流 管 渠 （ 汚 水 雨 水 併

用 ）内 での作 業 は突 然 の降 雨 や溢 水 放 流 など

で急 激 な管 渠 内 水 位 上 昇 の危 険 を伴 う。平 成

20 年 8 月 には東京都で、ゲリラ豪雨による管渠

作業員の流失事故が発生し、下水道管更生工事の管

内で作業を行っていた方が犠牲となった。 

 このような事故を防止するために、これまで通常

では、常に監視員が水位及び降雨を監視し、避難水

位となったら管路内の作業員に警報を発する安全

管理体制がとられていた。 

 

２．２ 水位監視サポートシステムの開発 

 これまでの通常の安全管理をサポートするため、

作業箇所の上流側管路内水位を自動監視し、避難水

位に達する前に作業員に水位上昇を知らせるシス

テムを開発した。 

 

２．３ インターネットと E メールで情報取得 

 本 システムは上 流 側 での水 位 の異 常 を無 線

で下 流 側 の作 業 現 場 へ警 報 を発 することの他

に、インターネットにより計 測 記 録 を現 場 事 務 所

や会 社 内 のパソコン（図 －１）や、携 帯 電 話 （写

真 －1）、スマートホン（写 真 －２）などで最 新 の

水 位 を閲 覧 することが可 能 となる。  

 このインターネットによる計 測 記 録 は、管 路 内

の水 位 の変 動 を、システム設 置 期 間 中 は自 動

で記 録 として残 すことができる。そのため、悪 天

候 による水 位 上 昇 などの記 録 を残 すことが可 能

である。さらに、このインターネットの計 測 を活 用

することで、作 業 の可 否 判 断 を現 場 でマンホー

ルを開 け、内 部 を確 認 しなくても可 能 となる。 

ま た 、 水 位 上 昇 時 や 一 定 降 雨 時 に は 工 事

関 係 者 に E メールで通 知 することも可 能 である。 

 

図 -1 パソコンでの配 信 画 面  
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写真－１ 携帯電話での配信画面 

 
写真－２ スマートホンでの配信画面 

 

２．４ 携 行 型 の警 報 受 信 部 の開 発 （新 技 術 ） 

 これまで定 置 型 だった警 報 の受 信 部 （写 真 -

６）は、その設 置 場 所 の確 保 、複 数 箇 所 の現 場

への警 報 発 信 が難 しいという課 題 があったこと

から、それらの課 題 を解 消 するために、新 たにコ

ンパクトで扱 いも容 易 な携 行 型 の受 信 部 （写 真

-７）を開 発 を行 った。 

 

３ システム概 要  

 本 システムの警 報 は、水 圧 式 水 位 センサによ

り水 位 上 昇 を検 知 して行 う。計 測 は工 事 施 工

箇 所 より、数 十 ｍ～数 百 ｍ上 流 部 に水 圧 式 水

位 計 と発 信 部 を、工 事 個 所 のマンホール付 近

に受 信 部 を設 置 する。水 位 の計 測 間 隔 は約 5

秒 に 1 回 程 度 となっている。 

 発 信 部 において警 報 設 定 値 を超 えると、おお

むね 5 秒 以 内 に受 信 部 へ伝 送 し、工 事 施 工 箇

所 に回 転 灯 とブザーで警 報 出 力 を行 う。 

 また、オプションで雨 量 計 を取 り付 けることで

雨 量 計 による警 報 発 令 も可 能 となっている。 

 

図 -2 システム概 要 図  

 

３．１ 発 信 部  

 本 システムの発 信 部 は、水 位 に異 常 が発 生

すると警 報 を発 信 する。発 信 部 では、データの

自 動 判 定 と警 報 出 力 、このデータ及 び警 報 を

小 エ リ ア 無 線 に よ る 下 流 へ の 警 報 伝 達 と

FOMA による遠 隔 地 へのデータの転 送 を行 う。 

 本 システム の電 源 は太 陽 電 池 とバッテリ ーを

使 用 し運 用 している。 また、オプションで雨 量

計 を設 置 することも可 能 である。（写 真 －３） 

 

 
写真－３ 発信部設置状況写真 
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３．２ 水 位 センサ 

 本 システムの管 路 内 で水 位 を計 測 する水 位

センサは、水 圧 を検 知 する投 げ込 み式 を使 用 し

ている。このセンサは下 水 ・排 水 に対 応 する耐

環 境 型 となっている。（写 真 －４） 

 管 路 内 での水 位 センサの設 置 は、管 路 内 に

設 置 した仮 設 の単 管 パイプに固 定 し設 置 する。

（写 真 －５） 

 

写真－４ 水位センサ 

 

 

写 真 -５ 管 路 内 センサ設 置 状 況  

 

３．３ 受 信 部  

 受 信 部 は発 信 部 から 出 さ れ た 水 位 等 に よる

警 報 を受 信 す る 重 要 な 部 分 で ある 。 こ の 受 信

部 の初 期 型 は定 置 型 （写 真 －６）で使 用 してい

た も の を 、 小 型 軽 量 化 し 携 行 が 可 能 と な っ た

（写 真 －７）。警 報 受 信 時 にはブザー付 きのパト

ライトが作 動 し異 常 を知 らせる。この受 信 部 はバ

ッテリーが内 蔵 されており、このバッテリーの充

電 は AC アダプタを使 用 し充 電 することが可 能

である。 

 受 信 部 の大 きさは片 手 で簡 単 に持 つことが可

能 であり、機 械 重 量 は 6ｋｇとなっている。 

 

 

写真－６ 定置型受信部（従来型） 

 

写真－７ 携行型受信部 

 

写真－８ 携行型受信部現場内設置状況 

 

マンホール 

水位センサ

設置箇所 

地上発信部へ繋がる

ケーブル 
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４ 導 入 の効 果 （従 来 技 術 との比 較 ） 

 従 来 は受 信 部 を現 場 近 くの植 え込 みなどへ

仮 設 の単 管 等 を建 柱 し設 置 していた。しかし現

場 付 近 での建 柱 場 所 が確 保 できない場 合 に本

シ ス テ ム の 設 置 が で き ず 、 従 来 型 の 受 信 部 の

設 置 が難 しくなってきていた。 

 そこでこの受 信 部 を小 型 軽 量 一 体 型 にするこ

とで受 信 部 の移 動 が容 易 に行 えるようになり建

柱 の必 要 もなくなった。そしてどの現 場 でも管 路

内 水 位 の常 時 監 視 が容 易 に可 能 となった。 

 そのため、同 一 幹 線 上 に複 数 の工 事 が発 注

された場 合 でも水 位 センサを上 流 側 １箇 所 に設

置 すれば下 流 の複 数 地 点 でそれぞれ警 報 を受

信 することが可 能 となった。 

 

５ 導 入 実 績  

 管 路 内 水 位 監 視 サポートシステム（携 行 型 ）

は、平 成 26 年 以 降 、新 潟 市 の管 更 生 工 事 の

12 現 場 で安 全 管 理 に導 入 されている。（平 成

29 年 3 月 時 点 ） 

 現 在 も新 潟 市 発 注 工 事 において、新 潟 市 中

央 区 で本 システムが稼 働 している。 

 また、定 置 型 を含 む管 路 内 水 位 監 視 サポート

システムは、平 成 22 年 以 降 で新 潟 市 の管 更 生

工 事 現 場 を 中 心 と して 、 長 岡 市 、 仙 台 市 、 松

山 市 、北 九 州 市 など 20 現 場 以 上 で導 入 されて

いる。 

 

６ 適 用 条 件 及 び今 後 ついて 

 本 システムの適 用 条 件 は以 下 のようになって

いる。 

適 用 できる現 場 条 件 としては、発 信 部 と受 信

部 間 で無 線 通 信 が可 能 であることが条 件 となる。

市 街 地 で数 百 ｍ～3ｋｍとなっており、無 線 中 継

局 を立 てることで距 離 の延 長 が可 能 である。ま

た、発 信 部 と受 信 部 の見 通 し がよい区 間 では

特 に効 果 を発 揮 することができる。 

逆 に適 用 できない現 場 条 件 としては、電 波 が

届 かない、無 線 中 継 局 の設 置 が困 難 などとい

った、無 線 通 信 が困 難 な場 合 となっている。 

なお、現 在 使 用 している小 エリア無 線 は、無

線 局 のデジタル化 に伴 い平 成 34 年 11 月 末 で

使 用 ができなくなる。そのため、本 システムもそ

れまでにデジタル無 線 へ移 行 する予 定 である。 

 

７ 終 わりに 

 本 システムを開 発 ・導 入 をしたことで、合 流 下

水 道 管 内 で作 業 を行 う場 合 に、現 場 内 の安 全

管 理 体 制 において、監 視 員 の配 置 と自 動 警 報

の二 重 の監 視 体 制 がとれるようになった。特 に

受 信 部 が携 行 型 になったことでより便 利 で扱 い

やすくなり、作 業 箇 所 が移 動 しても作 業 を行 う

すぐ近 くに受 信 部 を配 置 できるようになった。さ

らに同 一 幹 線 上 の複 数 地 点 で施 工 をする場 合

にも監 視 が容 易 に行 えるようになった。 

 本 システムはインターネットでリアルタイムに水

位 や降 雨 の把 握 ができるため、現 場 作 業 の中

止 の 判 断 等 の 際 に 実 際 に 管 渠 内 に 入 ら ず に

見 えない部 分 の監 視 も可 能 になった。これによ

って下 水 道 管 渠 内 作 業 実 施 の際 に安 全 かつ

容 易 に現 場 作 業 の可 否 を判 断 することが可 能

となった。本 システムは安 全 管 理 面 で非 常 に大

きな役 割 を果 たしている。今 後 もこのシステムを

有 効 活 用 し安 全 作 業 に努 めていきたい。 
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靱性モルタル NA の開発 
 

株式会社レックス 本社 技術部次長  小林 徹   

 

1 はじめに 

コンクリート構造物の断面修復工や表面被

覆工の補修材料として，ポリマーセメントモル

タル（以下 PCM という）が広く使用されている．

しかし, その脆性的特性により,ひび割れやす

さとそれに伴う耐久性低下等の課題を有した材

料である．特に北陸地方のように厳しい環境条

件（塩害・凍害等）下においては，ひび割れ等

に起因した早期劣化に関する指摘も少なくない． 

 

写真-1 PCM 早期ひび割れの例 

近年, ひび割れ抑制の目的で，有機系の短繊

維（PVA 繊維）を多量に混入することで靱性や

延性等の性質を付加し，ひび割れ抑制性能を大

きく向上させた靭性モルタルが注目されている．

その高いひび割れ抑制効果は，マトリックス中

の繊維がひび割れをつなぎ止める（ひび割れ架

橋効果）作用によるもので，土木学会コンクリ

ートライブラリー127 「複数微細ひび割れ型繊

維補強セメント複合材料（High Performance 

Fiber Reinforced Cement Composites， 以下

HPFRCC と呼ぶ）設計・施工指針(案)」1)にその

特性，規格，性能評価方法並びに活用方法等に

ついて詳しく記述されている． 

HPFRCC の一種である靭性モルタルは，その優

れたひび割れ抑制性能が評価され，コンクリー

ト構造物の断面修復工や表面被覆工の補修材料

として幅広く適用されている一方で，練り混ぜ

機械（ミキサ）や施工方法の制限等が大きな課

題であった． 

 

2 靱性モルタル NA の開発 

靱性モルタルにおける前述の課題を解決す

るため，新材料「靱性モルタル NA」の開発を行

った.その概要について以下に述べる． 

2．1 開発目標 

靱性モルタルの課題は以下の通りであり，靱

性モルタル NA の開発ではこれらの解決を目標

とした． 

① 材料の施工面への塗布方法は，吹付けポン

プ施工が必須である．（左官工法に未対応） 

② 材料混合において，モルタル中に繊維を均

一に分散させるため，（高性能）専用モルタ

ルミキサが必要である． 

③ 材料は，紛体・繊維・混和剤の 3 材現場混

合である． 

2．2 研究・開発の概要 

 靱性モルタル NA の研究・開発に当たり，次の

内容について検討を行った． 

① 材料の配合検討 

結合剤（セメント・フライアッシュ・シリカ

フューム等）や骨材，ポリマーの種類や配合の

見直しを行い，専用ミキサや混和剤に頼らず繊

維が分散しやすい配合の検討を行った． 

② 施工性の確認 

検討した配合について，ミキサ練混ぜ性能の

確認やコテ塗り及び吹付け性能の確認を行った． 
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軟弱地盤におけるベル工法 
（塩化ビニル推進管による長距離・曲線推進）の施工 

 
真柄建設株式会社 土木事業本部 土木技術部長  上田 信二   

 
 

１ はじめに 

従来、小口径の長距離・曲線推進工法は、

高耐荷力管（鉄筋コンクリート管）が用いら

れ、低耐荷力管（硬質塩化ビニル管）では不

可能とされていた。そこで、ベル工法は、長

距離を可能とする特殊なインナー装置および

高精度な曲線線形の計測を可能とする管内測

量システム（自走式計測ロボット）の開発に

より、世界で初めて硬質塩化ビニル管での長

距離（250m）・曲線（R=60m）推進の開発に

成功した。 

ベル工法は、国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構（NEDO）のイノ

ベーション実用化助成事業として土木分野で

初めて採択され開発された。また、平成 22 年

第 12 回国土技術開発賞最優秀賞、平成 24 年

第 4 回ものづくり日本大賞内閣総理大臣賞を

受賞した。標準掘進機を写真－１､新たに開発

した礫対応型掘進機を写真－２に示す｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ベル工法の概要 

ベル工法は､硬質塩化ビニル管を対象にした

泥水方式一工程式の推進工法であり以下に仕

様、長距離推進理論および測量システムを記

述する。 

 
２．１ ベル工法の仕様 

  ベル工法の仕様を表－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２．２ 長距離推進の理論 

  図－１に示すように、従来の硬質塩化ビニ

ル管による推進工法は、先端抵抗力を推進力

伝達ロッドに負担させ、地山との周面摩擦力

を推進管に負担させている。そのため、推進

管の許容耐荷力と地山の周面摩擦力が等しく

なる距離を推進可能距離としている。 

表－１ ベル工法の仕様 

写真－１ 標準掘進機 

写真－２ 礫対応掘進機 

φ＝２．５

φ＝１．２

発進 ５００　　到達 ４００

１２０

1×10-3

50

６０（複数曲線可）

２５０ ２００

３０ ３５

２０

礫　対　応　型

泥 水 方 式 一 工 程 式

ＶＣ－Ｄ型

（礫対応曲線）

３００

ＶＰ

標　　準　　型

Ｖ型　（直線）

ＶＣ型（曲線）

３００ ３５０

ＶＰ ＶＭ

（m）

（mm）

排　土　方　式

型　　　　　式

呼　　び　　径

管　　　　　種

（mm）

（％）

（cm/s）

（m）

（m）

（m）

立 坑 寸 法

最 小 到 達

立 坑 寸 法

管 芯 と底 版高

最 大 礫 径

礫 率

透 水 係 数

最 小 曲率 半径

推 進 可能 延長

最 小 発 進
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ベル工法では、地山の周面摩擦力が推進

管の許容耐荷力を下回る 16m 毎にインナー

装置に設置している支持部材（写真－３参

照）で硬質塩化ビニル推進管を支持する。  

この方式は、インナー装置によって、先

導体と推進管の両方を支持しながら掘進す

るシステムである。これにより、推進管へ

の負担を大きく低減し、長距離推進を可能

にした（図－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
推進管到達後、支持部材は、インナー装置

内に格納することができ、インナー装置は、

推進管と切り離して発進立坑内で回収可能と

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２．３ ベル工法の測量システム 

ベル工法の測量システムは、「自走式測量ロ

ボット」による自動化測量システムを採用し

ている。写真－４に示す「自走式測量ロボッ

ト」は光学式ジャイロ及び加速度計を搭載

し、自走により発進立坑内のランチャーから

掘進機後部のステーションまで、インナー装

置の内部を走行路として往復測量することで､

推進された塩化ビニル推進管の全管で高精度

の水平位置計測が実施できる。 

したがって、地上から行う磁力線測量では

土被りや既設埋設管に測量精度が大きく影響

されるが、ベル工法は、管内での測量となる

ことから、河川、水路横断および交通渋滞す

る道路などの施工環境下においても正確で安

全な測量が可能である。 

図－３に測量システム概要、図－４に測量

フローを示す。              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 従来工法の概念図 

写真－３ インナー装置と支持部材の写真 

図－２ ベル工法の概念図 

写真－４ 自走式計測ロボット 

【インナー装置の全景】 

【インナー装置の断面】 【支持部材】 
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３ 軟弱地盤におけるベル工法の施工 

３．１ 軟弱地盤への対応 

  ベル工法の掘進機外径は、硬質塩ビ推進管

に合わせた寸法となり、推進管 φ300 で

350mm（高耐荷力管の推進工で 450mm 程

度）となる。このように、ベル工法では、掘

進機外径を 100mm 程度小さくでき、機械重

量を軽量化することができる。さらに、ベル

工法では軟弱地盤の場合、掘進機・ポンプ

筒・測量筒・インナー接続装置の全てをボル

トで連結（L=3.783m）し、掘進機底面の地盤

に作用する荷重を分散させることで、軟弱地

盤における掘進機の自沈やノーズダウンを防

止している。 

 
３．２ 軟弱地盤での施工事例１ 

施工場所：千葉県 

推進延長：L＝143.18ｍ 

線  形：R＝60m が 2 箇所 Ｓ字 

管  径：300ｍｍ 

土  質：シルト質細砂 Ｎ＝1 

土 被 り：4.0～4.4ｍ 

 
   駅前通りが渋滞するため、脇道から発進

し、主要道路に向けて推進を行った。ま

た、到達も脇道の既設２号人孔に S 字カー

ブの曲線で到達させ、先導体は鉄蓋から回

収した。対象地盤が N 値＝１の軟弱地盤で

あったため先導体の自沈が懸念された。し

かし、ベル工法の先導体を一体化させたこ

とで、自沈を防止し、S 字カーブも含めて

ベル工法の特性を活かせた工事であった。

（図－５参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ ベル工法の測量フロー 

図－３ 測量システムの概要 

図－５ 施工概要図 
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３．３ 軟弱地盤での施工事例２ 

施工場所：静岡県 

推進延長：L＝112.29ｍ 

線  形：R＝60m 

管  径：300ｍｍ 

土  質：腐植土 Ｎ＝1～２ 

土 被 り：3.07～5.42ｍ 

 
発進立坑に NTT の既設人孔が隣接していた

とともに、発進から６ｍ程度で急曲線（６０

R）を描く線形であった。また、掘進対象地盤

が軟弱な腐食土層（N 値１～２）であった

め、先導体の自沈や既設人孔への影響が懸念

された。そこで、先導体（掘進機～インナー

接続装置）はボルト連結にて延長を長くし、

荷重の分散を図れるシステムを採用したこと

で、薬液注入などの補助工法も実施せずに施

工を完了させることができた。また、河川に

隣接した推進であり、流木の存在が予想され

たため、事前に「流木対応ビット」を取り付

けた。掘進するにしたがって、予想通り流木

に遭遇したが、事前の対応により流木も削り

取り、無事に到達させることができた。 

（図－６参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ おわりに 

  ベル工法の実績は、平成 28 年度末までに総

件数：59 件、施工総延長：L=8.6km と平成

21 年度より着実に実績を重ねてきている。ま

た、ベル工法協会は、平成 27 年 1 月に（公

社）日本推進技術協会に加入し、平成 27 年 8

月には国土交通省ＮＥＴＩＳに登録・公開さ

れた。（登録番号：KT－150038－Ａ） 

小口径管推進工法においては、工事コスト

の低減として、ますます長距離・曲線推進施

工の技術が要求されるとともに、下水道事業

費におけるライフサイクルコストの低減も求

められてきている。 

ベル工法では、更なる品質向上、システム

の高度化および技術提案を積極的に行い、長

寿命化や生産性向上を視野に入れたライフサ

イクルコストの低減に貢献できる工法として

活躍できるよう努力していく。 

以 上 

 

 

R=60m既設人孔

発進立坑

NTTハンドホールの基

礎材発生

流木の接触箇所

図－６ 施工概要図 

【平面図】 

発進立坑
既設人孔 【縦断図】 

L=112.29m 
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１ はじめに

佐藤工業はコンクリートの健全性を評価する

「健コン診断ポータブル」を 10 年前に開発し

運用している（写真-1）。ハンマーの加力値デー

タとマイクロフォンによる音データの 2ch によ

る打音解析手法は、様々な打音システムが開発

されている現在でも一定の評価を受けている。

また、当社は昨年より AI 解析技術にも注力し、

最新の演算装置 FPGA を利用した高機能な「AI
解析機」を開発した。この両者を組み合わせた

「打音診断ポータブル-AI」を今回開発し、その

解析能力と適用性について報告する。

写真-1 健コン診断ポータブル

２ AI 解析の有効性

  AI 解析の有効性について覆工打音結果の解

析例を紹介する。

２．１ 打音データの取得について

以下の内容で施工中トンネルの覆工打音デー

タを取得した。

・打設後、材齢 3 日～17 日の覆工対象。

・測定は 1 日で実施。

・同時に同じ個所でコンクリート表面水率と

弾性波速度を測定。

図-1 打音測定箇所

２．２ 従来方法による解析結果

打音データの FFT 解析、表面水率、弾性波測

定の結果示す。

図-2 FFT 結果（a および f）

打音診断への AI 技術の適用 

                        佐藤工業株式会社 土木事業本部 ICT 推進部長 京免継彦 
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表-1 表面水率・弾性波速度

サンプル a＝3 日、b＝5 日、c=9 日、d＝11

日、e＝13 日、f＝17 日材齢の覆工に対して打

音及びその他計測を行った結果である。この

FFT その他の解析結果より、何らかの差異、特

徴点を観測することは困難と考えられる。

２．３  AI による解析結果

前述の打音結果データを AI 解析（主成分分

析クラスタリング）した結果を以下に示す。

図-3 AI 解析結果

コンクリート材齢 3 日（赤丸）と 17 日（紫

×）は完全にクラスタリング（区分け）するこ

とができている。この結果は従来方法（人間）

では判別不能な特徴点を AI 解析（主成分分析）

により判定可能な事実を示している。この結果

とコンクリート性状（強度、表面水分、材齢）

などを相関することで、計測技術に発展させる

ことが可能となる。

２．４  AI 解析技術について

  人間の技術者がデータを解析する場合、「条

件統一」「特徴点の抽出」「比較検討」「フィ

ードバック」といった手順を行うが、実際の現

場では、様々な影響因子により条件統一が難し

くなり解析が困難となるケースがままある。AI

による解析は影響因子を包括し純粋な統計結果

として処理するため、人間以上の解析力を発揮

する。ただし「技術的根拠付けが希薄」となる

場合もありうる。 

３ 打音診断ポータブル-AI について 

  「打音診断ポータブル-AI」は「AI 解析機α」、

「AI 解析β」および「健コン診断ポータブル」

の組み合わせにより構成される。 

３．１  AI 解析機α 

  当社が開発した「AI 解析機α」は、小型パソ

コ ン 程 度 の 大 き さ で は あ る が 、 最 新 の

FPGA(Field-Programmable Gate Array)ユニット

を 7 台搭載し、一般的なパソコンとは別次元の

速度で処理することが可能である。一般的なパ

ソコン等に使われる高性能 CPU（演算装置）は、

クワッドコア（4 列並列処理）、オクタコア（8

列）というように一度に処理できる数が固定さ

れている。100 個の処理をする場合は 4 個もし

くは 8 個ずつ順番に処理するようなイメージで

ある。今回 AI 解析機に採用した FPGA はプログ
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ラム可能な演算装置で、100 個処理したければ 1

回で 100 個処理するプログラムを書き込むこと

ができ、そのため圧倒的な高速処理が可能であ

る。入力データとしては、波形データ・FFT 解

析データ・画像データなど様々なデータフォー

マットに対応している。 

写真-2 AI 解析機α 

３．２  AI 解析機β 

  「AI 解析β」は FPGA ユニットを 1枚装備し、

実際の計測現場に持ち出し可能としている。 

写真-3 AI 解析機β 

３．３  システムの構成 

  「打音診断ポータブル-AI」システムの構成示

す。 

図-4 システムの構成 

  本システムの運用手順は以下となる。 

①健コン診断ポータブルで打音データを取得。 

②AI 解析機αでデータを解析、クラス分けアル 

  ゴリズムを作成。 

③アルゴリズムを AI 解析機βに実装。 

④現場で打音データ取得→AI 解析機βで瞬時 

  に解析。 

４  おわりに 

  これまで、数種類の打音（波形）データを AI

解析しているが、いずれも高いクラスタリング

結果を示している。AI による解析アルゴリズム

と波形系データの相性は非常に良いといえる。

現在、初弾として鋼構造物の健全性評価システ

ムを開発中であり、ほぼ最終段階となっている。

評価結果としては非常に優秀な解析能力が得ら

れている。このシステムの特徴はアルゴリズム

を入れ替えれば、様々な打音データに対応可能

な点である。コンクリート、杭、アンカーなど

あらゆる打音データが解析可能なシステムに発

展可能と考えている。 
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重量鉄筋配筋作業支援ロボット（配筋アシストロボ）の開発 

 

清水建設株式会社 土木技術本部 開発機械部 開発Ｇ課長 大木 智明   
 

１ はじめに 

建設業では、高齢化による大量離職等により

今後 10 年間で技能労働者が約 130 万人減少す

ることが予測されている。このような中、必要

な社会インフラを整備していくためには、生産

性向上は喫緊の課題である。 

 また、コンクリート工においては、近年の耐

震化により鉄筋が太径化・高密度化し、鉄筋組

立時の負担が増大している。さらに、技能労働

者の高齢化も相まって生産性が低下している。  

そこで、本開発では重量鉄筋の配筋作業に着

目し、熟練技能労働者のコツを生かしながら作

業負担を大幅に低減できる、人間の腕の動きを

模した重量鉄筋配筋作業支援ロボット（配筋ア

シストロボ）（以下「本ロボット」という）を開

発した。本ロボットは、配筋作業の省力化・省

人化、苦渋作業の軽減が図れ、安全性も向上す

る技術であり、実現場においてその効果を確認

した。写真－１に本ロボットを示す。 

 

 

 

 

 

 

写真－１ 本ロボット全景 

２ 技術の内容 

２．１ 技術の概要 

 本ロボットは、人間の肩、上腕、肘、下腕、

手にそれぞれ相当する５パーツと制御盤で構成

されている。図－1 に構造概要を示す。人間の

手にあたる部分（ロボット先端部）で鉄筋の中

心を把持し、操作グリップ（ロボット先端部に

設置、6 軸力覚センサー内蔵）を握り、鉄筋を

移動したい方向に軽く押すだけで、重量負担な

く思い通りに、なめらかに鉄筋を移動させるこ

とが可能な技術である。諸元を表－１、水平可

動範囲を図－２、鉛直可動範囲図を図－３示す。 

なお最初の本技術の展開先として、都市内開

削トンネルでのボックスカルバート築造を想定

した。そのため、本技術の使用はそれに合わせ、

本ロボットの固定は中間杭（Ｈ鋼材）に取り付

ける方式を選択した。 

表－１ 本ロボット諸元表 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 本ロボット構造概要 

 

定格荷重 250kg

作業半径 約5.3ｍ

揚程 約2.0ｍ

分割数 4分割

入力電源 三相AC200V

操作グリップ式

(6軸力覚センサー内蔵)

上下方向操作 ボタン式(昇降スイッチ式）

肩関節軸 100Wサーボモータ

肘関節軸 50Wサーボモータ

昇降軸 750Wサーボモータ

水平方向操作
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図－２ 水平可動範囲図 

 

 

 

 

 

図－３ 鉛直可動範囲図 

２．２ 開発のコンセプト 

 構造物を構築する際、どこにどのような鉄筋

をどれだけ配置するのか、その鉄筋の太さや長

さ、配置間隔等、いわゆる配筋の仕様は構造物

によって異なり、まったく同一のものはない。

その上構築する場所も同じ場所ではないため、

配筋作業の自動化の弊害となっている。また、

効率よく鉄筋配筋作業を行うには組立て順序等

に熟練者のノウハウが必要である。しかし、配

筋作業は体力が必要なため、熟練者が高齢化す

ると体力が落ち、配筋作業についてのノウハウ

を持っていても、体力的な面から配筋作業に従

事することは困難であった。 

そこで、体力のいる力仕事部分はロボットで

補い、高齢化した熟練技術者のノウハウを継続

して活用可能とする‘人とロボットの融合した

システム’の構築をコンセプトにして、鉄筋組

立作業の大幅な生産性向上を目指した。 

２．３ 技術の特徴 

 本ロボットは以下の特徴を持っている。 

①【人とロボットの協働作業の実現】： 

力仕事は本ロボットが分担し、操作（ノウ

ハウ）は人が分担することにより、お互いの

強みを生かす‘協働作業’が実現。 

②【人間の腕のモデル化】： 

自らの腕のような直感的操作が可能。 

③【分解組立方式の採用と軽量化】： 

軽量化の追求と分解組立方式採用（４分割

可能）により人力での組立・解体を容易に行

うことが可能。 

④【サーボモータとアシスト制御の採用】： 

なめらかな動作性を持ち、細かい調整が必

要とされる詳細位置決めにも支障なく使用

が可能。 

２．４ 運用方法 

 本ロボットは、鉄筋配筋作業において、対象

の鉄筋重量に関わらず操作者１名、介添者１～

２名で使用することを基本としている。その使

用イメージを図－４に示す。操作者は、本ロボ

ット先端にて操作をして鉄筋を移動する。介添

者は、鉄筋端部に配置し、鉄筋移動時の荷ぶれ

防止や鉄筋の正確な位置への誘導と鉄筋の固定

を行う。配筋作業時は、本ロボットを固定した

後昇降ボタンを操作して重量鉄筋を持ち上げる。

その後、操作者が操作グリップを移動したい方

向に押すだけで、動きに合わせてサーボモータ

が稼働し、アームがアシスト制御され、操作者

の意図する方向に水平移動できる。    

アームが操作者の意思と判断に合わせて直

感的かつなめらかに動くため、計画線（墨）に

合わせて難なく配筋できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 使用イメージ図 

Ｒ≒5300

Ｒ≒2600 

1000 

2000 
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３ 本技術の効果 

３．１ 現場への適用 

 2017 年 6 月現在３つの現場で適用した。こ

こでは、その適用結果の一つを紹介する。 

 適用例：ランプ道路用１連ボックスカルバー

トの頂版部の主筋 D51 で適用した。以下図－５

に鉄筋加工図を示す。なお、本適用箇所は埋設

型枠を使用しているため、鋼製リブ材や鋼材が

存在し、特に鉄筋組立のしづらい場所であった。 

本ロボットを使用した場合と従来通り施工

した場合の比較を定量的に行った。以下に本ロ

ボットを使用した場合と従来通り施工した場合

の比較を表－２に示す。ここでは生産性を評価

する指標として、1 分で 1 人あたりに施工した

鉄筋重量を「物的労働生産性」と定義して比較

した。この結果より、本ロボットにより物的労

働生産性は約 1.9 倍となった。1 箇所で配筋作

業がおこなえる施工量は配筋の仕様(鉄筋間隔、

鉄筋径、長さ)により変化するが、参考として本

ロボットの準備・解体時間を考慮しても約 1.4

倍の効果があることが確認できた。 

 

 

 

図－５ 鉄筋加工図 

表－２ 適用結果例 

 

 

 

 

３．２ 本技術の効果 

 以上の適用結果を踏まえ、開発の効果を述べ

る。 

①生産性向上 

純粋な配筋作業の効率性を評価する指標と

して、物的労働生産性（施工鉄筋重量/施工人数

/施工時間）を定義し比較を行った。比較の結果

従来比 1.9～1.3 倍の生産性向上がみられた。  

②省人化 

長く重い鉄筋ほど省人化効果が大きい。また、

削減できた人員は他の鉄筋組立作業に従事でき

るため、施工効率が上がる。 

③省力化 

 配筋時の鉄筋重量は、本ロボットが負担する

ため、作業員の配筋時重量負担はない。 

④安全性向上・労働環境改善 

鉄筋組立作業に必要な作業人員も取扱重量

も減り、かつ自分で操作するため危険回避への

レスポンスもあがる。この結果、事故リスクが

減り安全性が向上するとともに、重量物取扱い

作業からも開放されるため、労働環境の改善に

つながる。 

⑤機動的運用 

四分割可能で、持ち運びが人力で容易に行え

る。したがって、重量負担が大きい作業にピン

ポイントでの使用が可能である。 

⑥人とロボットの協働作業実現により、高齢熟

練者のノウハウを継続して活用できる。（体力が

落ちても使える） 

４ 課題と改良点 

現場実証を行った結果以下の２点の改良を

行うこととした。 

４．１ 作業範囲の拡大（汎用性の拡大：一回

の設置で作業できる範囲を増やす） 

 適用例で使用した時点ではアームの腕の動き

は右腕同様の作業範囲であった。これは、操作

グリップで感知した方向に肘関節部のモータを

角度制御する際には、どちらか一方の方向に曲

がるように制御する必要があったためである

（ソフト的な制御の問題から困難であった）。そ

こで、人は一般的に右利きが多いため、自分の

右腕のように直感的に操作できるように、右肘

R=153

R=153

9108
240

24
0

6
12

5656

6
12S

7 D51×6508

S
6 D51×9960

本技術(Ａ) 従来(Ｂ) (Ａ)/(Ｂ)

鉄筋組立時間（分） 120 150 0.80

鉄筋工数（人） 4 6 0.67

物的労働生産性(*1) 8.33 4.44 1.88

一人あたり重量負担 (kg) 0 28

（参考）準備・解体時間（分） 20+20 0

準備解体を含めた物的労働生産性 6.25 4.44 1.41

*1(施工量(kg)/(工数(人)×時間(分))
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同様の動き（回転）をするように回転角度を制

限した。 

今回は、一度の設置でより広い旋回範囲を確

保し、汎用性を上げるために、左腕同様の動き

も可能になるように（図－６）制御システムの

改造と左右切り替えスイッチの増設を行った。

切り替えのタイミングとしては、肘部がまっす

ぐになった時点で右腕仕様と左腕仕様を切替え

ることでソフト的な問題を回避した。本年秋に

現場に適用し、効果を確認する予定である。 

 

 

 

 

右腕仕様    左腕仕様  左右切替え仕様 

図－６ 旋回範囲の拡大 

４．２ 操作グリップの操作性向上（操作グリ

ップの形状変更） 

当初想定した持ち方以外で操作した場合、極

端な操作（上部へ目いっぱい動かす等）をおこ

なった場合、操作者の思う方向へ行きづらい事

象が何回か見られた。これは、フレーム部にゆ

がみが生じセンサー感知部に接触していたこと

が原因であった（図－７）。そこで、原因となる

フレーム構造を見直し、フレームのない新たな

形状を採用することとした。今後適用を進める

中でその有効性を引続き検証していく。 

 

 

 

 

 

 

図－７ 操作グリップの改造 

 

 

５ まとめ 

 本開発により、人とロボットの協働作業が実

現し、重量のある鉄筋配筋作業において、省力

化・省人化が可能となるとともに、安全性の向

上、労働環境の改善が可能となった。 

本技術は配筋作業にとどまらず、建設分野以

外でも、一般的な重量物の移動・設置作業に適

用が可能であり、広い汎用性を持つ。なお、現

在の設置方法はＨ鋼材に取り付ける方式である

が、施工条件により変更可能である。 

 課題としては、上筋等の鉄筋架台上での適用

時には、操作者の足場が必要なことや、鉄筋の

縦起こしへの対応等があり、今後、取り組んで

いく所存である。 

【参考文献】 

１）大木智明、配筋作業をアシストするロボッ

トアーム型作業支援ロボット―『配筋アシスト

ロボ』、電力土木、第 388 号、pp。97-99、2017 

２）金丸清人、配筋アシストロボの開発、 月刊

技術士、6 月号、pp。4-7、 2017 
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砂防現場におけるICT活用工事の 
課題について 

 
    北陸地方整備局 湯沢砂防事務所 工務課 樋口 拓也   

 

１ はじめに 湯沢砂防事務所の概要 

湯沢砂防事務所は、信濃川の支流である魚野川、

清津川、中津川の流域、約2200平方キロメートルに

おいて、砂防事業を行っている。管内には、谷川

岳・苗場山などからなる「上信越高原国立公園」、

越後三山・守門岳・浅草岳などからなる「越後三山

只見国定公園」、巻機山を中心とする「魚沼連峰県

立自然公園」があり、四季の変化に富んだ自然豊か

で美しい地域となっている。また、貴重種の動植物

が多数存在し、その数は鳥類で37科131種、哺乳類で

50種に及んでいる。 

その一方で、豊かな自然の恵みを与えてくれる

山々は非常に脆弱な地質と急峻な地形からなってお

り、梅雨から秋にかけては集中豪雨や台風により、

冬から春にかけては豪雪および融雪によって土砂流

出や崩壊などが発生しやすく、土砂災害が起きやす

い地域となっている。そのため、砂防工事の現場は

厳しい条件が多く、工事の実施にあたっては、安全

施設の設置や出来形管理のための仮設などにコスト

がかかるケースも多く、現場内の作業スペースも少

なく狭隘な現場条件にあるなど、他工事にくらべ生

産性が低下する傾向にある。 

 

２ ICT土工の導入の動機について 

建設業界では、就業者の高齢化と若年入職者の減

少により将来的な人材不足が懸念されており、これ

らの対応として建設現場における生産性の向上が大

きな課題となっている。国土交通省では、建設現場

における一人当たりの生産性の向上を図ることで、

建設業における人材不足に対応するため、建設現場

への「ICTの全面的な活用」を推進している。ICTの

導入により、測量、施工、管理などあらゆる場面に

おいて省力化が図られるとともに未熟な作業員の機

械操作能力の補助・向上や、バラツキの少ない施工

管理が期待されている。 

 

３ 三俣渓流保全工の事業概要について 

清津川中流域の三俣地区では、日本海側と関東圏

域を最短ルートで結び、災害時の緊急輸送道路にも

指定されている国道17号と清津川が並走している。

この地域は湯沢町の主要観光施設が多いことから、

毎年多くの観光客が訪れている。平成23年9月の台風

12号による増水においては、上流から多量の土砂が

流出するとともに、渓岸浸食等の被害が沿川の至る

所で発生した。また、平成25年9月に台風18号による

増水でも、同様に土砂移動により一部の護岸が被災

を受けている。このため、重要交通網である国道17

号の保全や清津川沿川地域の土砂災害を防止するた

め三俣渓流保全工の整備を推進している。（写真－1）

なお、本稿で対象とするICT活用工事は、当地区にて

清津川に合流する土石流危険渓流（八木沢）におい

て、護岸工などを設置する工事である。施工範囲を

図－１に示す。 

   

写真－１ 三俣渓流保全工の整備範囲 

 

 

図－1 三俣渓流保全工その4工事の施工範囲 

 

４ ICT土工の実施項目 

４．１ UAVによる3次元起工測量 

UAV（無人航空機）（写真－2）を用いて上空から

撮影された連続する空中写真を使い、対象範囲のス

テレオモデルを作成するとともに地物の3次元座標値

を抽出することで起工測量を実施をした。 

清津川 
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     写真－2 本工事で使用したUAV 

従来の測量方法では、地形測量・縦断測量・横断

測量の3種類の測量を行う必要があり、多くの工程を

要してたが、UAVによる空中写真測量では、1フライ

トの飛行時間が約20分でおよそ200、00m2を計測する

ことが可能となる。（高度50M、オーバーラップ90％、

サイドラップ60％の場合） 

 

４．２ 設計図面の3次元化と事前調査 

既存の2次元の図面（平面図、縦断図、横断図）か

ら、3次元データを作成し、これに空中写真測量から

得られた点群データを取り込むことで、設計図と現

況地形の重ね合わせた3次元図面を作成した。これに

より、必要となる切土量や盛土量が自動的に算出さ

れ、施工量が簡易かつ明確に把握することが可能と

なった。 

3次元図面の作成と同時に施工適用範囲がGNSSの受

信可能な環境である事を確認した。受信状況の確認

は、RTK-GNSSを用いて常にFIX解（GNSSの公称精度を

満足する測位が可能な衛星補足状態にあることを言

い、一般的には上空に5個以上の衛星が必要となる）

が得られる状況にあることをチェックすることで行

った。（写真-3） 

 

写真－3 RTK－GNSSを使用して受信状況を確認 

 

４．３ ICT建設機械による施工 

４．３．１ ICT土工の範囲及び時期の検討 

ICT土工の施行範囲の選定にあたっては、降雪があ

るとUAVによる出来形測定が困難であることを考慮し、

降雪の影響がない箇所を選定するとともに、11月中

のICT 土工部の施工を完了することを目標にした。

ICT土工施工範囲を図－2に示す。 

 

図－2 ICT土工の施工範囲 

 

４．３．２ローカライゼーション 

現場管理で使用する座標系とGNSSで取得される位

置情報（緯度・経度・楕円体高）が異なるため、事

前にGNSS座標系を現場座標系に変換する必要がある。

（図－3）そのため、施工エリア内最低４点の現場基

準点（X、Y）をGNSS測量機で観測し、変換データを

作成後、建設機械に入力を行う。 

 

図－3 変換データの作成イメージ 

上 現場座標系  下 GNSSで取得した位置情報 

 

４．３．３ ICT建設機械による施工 

本施工では、マシンコントロールバックホウ（以

下、「MC バックホウ」とする）を用いて土工事の施

工を行った。MC バックホウは、予め設計面の座標値

を入力しておくことで、設計面に沿って自動でブー

ムが稼働し、かつ、バケットの幅・輪郭点の中で最

も設計面に近い点を自動検出しながら稼働範囲を制

御するため過剰な掘削を防ぐことができる。（図－4、

5、6）これにより、熟練のオペレータでなくとも過

掘などのミスなく正確に床堀や法面作業ができる。

又、掘削丁張りの設置の必要がないため、丁張り設

置時の待機や降車しての掘削確認作業が不要となり、

作業効率が向上する。併せて掘削箇所に補助作業者

が進入する必要がなく安全性が向上する。 

12月施工 11月施工 

延長L=104m 

ICT土工 掘削量2200m3 

延長L=97m 

掘削量5200m3 

施工範囲 
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図－4 自動整地アシスト 

 

    図－5 最短距離制御 

 
図－6 自動停止制御 

 

バックホウに搭載された GNSS 機器及び配信される

補正情報と建設機械に内製されている各センサーに

よりバケット刃先の位置の座標値が 3 次元で算出さ

れる。これらの値と 3 次元の設計データをリアルタ

イムで参照することにより、車載コントロールボッ

クスのモニターに設計データと現状を表示され、こ

れを確認しながら施工する。（写真－4）また、セミ

オート機能を併用する事により、自動制御で設計面

以上の深掘を防止など、自動アシスト機能は、オペ

レータの技量に左右されない一定以上の品質を確保

できる。 

 

写真－4 切土法面整形の掘削作業状況及びモニタ

ー表示状況 

 

４．３．４精度確認方法 

日々の点検はチェックシートに記載した項目につ

いて作業開始前に実施する。始業点検と合わせ、あ

らかじめ設置した既知点を用いて建設機械にて算出

される座標値の精度確認を行う。精度確認は、既知

の座標値を持ったチェック杭に MC バックホウの刃先

を当て算出された座標値と既知の座標値との誤差が

出来形管理値（基準髙±50mm）以内であるかどうか

を確かめて行うものであり、必ず作業前に実施する。

（写真－5） 

 

写真－5 チェック杭確認画面 

 

４．４ UAVによる3次元出来形管理 

UAVを用いた空中写真測量により施工面の3次元点

群データを取得することで出来形計測を行う。設計

の3次元データと取得された施工面の3次元データを

対比することで出来形を管理する。（写真－6） 

 

写真－6 UAVによる出来形測定 

 

５ 従来工法とICT土工との比較 

５．1 測量について 

従来工法では、縦横断測量を実施し、2次元測量成

果を作成したうえで、3次元化する必要があるため、

これに相当な時間が必要となる。これに対し、UAVを

活用した写真測量等では、短時間で3次元測量を実施

することができる。 

 

５．２設計図面の3次元化 

従来の方法では、単位延長あたりの断面から土量

チェック杭 
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などをその都度算出する必要があったが、設計図を3

次元化し現況地形と参照することで、必要土量を自

動的に算出・把握することが可能となり、施工量の

算出や書類の整理が、効率的に実施することができ

る。 

 

５．３ 施工について 

従来方法では、熟練オペレータが、丁張りを指標

としていたため、手間もかかるだけではなく、安全

確保にも留意が必要であったが、MCバックホウによ

る「自動アシスト機能」を活用することで、丁張り

の設置や、掘削面を確認しながらの作業が必要ない

ため熟練オペレーターでなくとも設計面付近の土工

作業をスムーズに行うことができる。また、MCバッ

クホウでは、法面整形時に施工範囲外にバケットの

移動することが自動的に制御されることから、施工

範囲外で作業する作業員との接触の危険性が無くな

り安全性が向上した。  

 

６ 留意事項  

今回、ICT施工を実施した結果、施工効率及び施工

の観点で、従来工法と比較して優位であることを確

認できた。 

しかし、砂防現場の特殊性から以下の留意事項に

配慮する必要が確認できた。 

 

６．１ UAVによる空中写真測量 

UAVによる空中写真測量では、計測対象範囲に作業

員や仮設構造物、建設機械などが配置されている場

合、地形面のデータが取得できない。そのため、可

能な限り地形面が露出している状況で計測する必要

がある。くわえて、砂防の現場で降雪期が早く撮影

に適した期間が限られている。また、山間部のため

樹木が生い茂っており、草木があると測量の精度が

落ちる。 

 

６．２ 建設機械の調達 

MCバックホウなどは建設機械専門業者からの1ヶ月

単位リースとなるため、リース期間に見合う工事量

が必要となるが砂防の現場では左岸、右岸の掘削や

本堰堤、副堰堤など掘削範囲が複数に分かれていて

施工時期が異なるため一連では作業できない。 

 

６．３ 出来形管理 

掘削に伴い巨石や転石が多く、石を撤去又は存置

する必要があり、定規断面で施工ができない場合が

多く別途出来形管理の方法を検討する必要がある。 

 

７ おわりに 

今回の試行により、ICT技術を導入することで、従来

施工と比較して、施工の効率等が向上したという結果が

得られたことは、「生産性向上」という目的を果た

す手段として、ICT施工が効果的であることを確認出

来たが、砂防の現場は、その特殊性によりいくつか

の留意事項に配慮する必要が確認出来た。 

今後も事務所管内において、ICT活用工事の導入を

推進することで、多様な現場条件における普及の可

能性について検証を進めていきたい。 

 

謝辞：本論文を作成するにあたり、「株式会社 森

下組」や「株式会社 小松製作所」の皆様には資料

提供等のご協力を頂きました。ここに記して感謝の

意を表します。 
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ＧＩＢ工法（落石衝撃緩衝工法） 

 

日本サミコン株式会社 技術本部 ○村田 佳久 

補修事業部  大嶋 雅光 

技術部  青木 裕 

１  はじめに 

経済の成長の中で，これまで整備されてきた

我が国の社会資本ストックは，一方で老朽化が

進んでいる。またこれまでのような経済成長が

見込まれなくなった現代，新規建設に加え，こ

のような既存社会資本ストックの適切な維持

管理による長寿命化や有効利用を図ることが

ますます重要となっている． 

道路際に設置する重力式コンクリート製落

石防護擁壁は，設計対象となる落石衝撃力が小

さいため，落石衝撃力の緩衝を目的とした緩衝

体が設置されていないのが通常である．しかし

ながら，建設後の斜面危険度再点検や風化の進

行により，近年では建設当初の想定設計荷重を

超える評価がなされることもある．また，擁壁

背面に緩衝体が設置されていないために落石

衝突時にコンクリート表面が局部損傷した事

例も報告されている． 

このような背景から耐衝撃性能の向上やコ

ンクリート面の局部損傷の回避を目的に，落石

の受撃面にソイルセメントを用いた三層緩衝

構造を設置した落石防護擁壁や，ジオセル緩衝

体を設置した落石防護擁壁が提案され，その有

効性が確認されている1),2)． 

本研究では，重力式コンクリート製落石防護

擁壁の受撃面に単粒度砕石を充填したジオセル

緩衝体構造を設置した場合の合理的設計法の確

立に向けて，重錘衝突実験 2)から得られた重錘 

速度の時間的変化や反発係数に着目し、検討を 

行った． 

 

２  実験概要 

２．１  試験体の概要 

 図-1には試験体の概要を示している．試験

体は、幅5,000mm，高さ2,500mmであり，コン 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 試験体の形状寸法 

 

 

 

 

 写真-1 ジオセル        写真-2 実験状況 

 

表-1 実験ケース一覧

 
 

(kN) (m) (m/sec) (kJ)

No.1 2.00 6.31 59.0

No.2 3.75 8.74 114.3

No.3 5.00 9.61 138.5

No.4 7.00 12.37 233.3

No.5 9.00 13.42 273.3

No.6 7.00 12.12 220.3

*：緩衝体の部分的修復 　 **：緩衝体の修復なし

緩衝体

(中詰材)

実測重錘

衝突速度

入力

エネルギー

30

ジオセル

緩衝体

(単粒度砕石

6号)

実験

ケース

重錘

重量

落下

高さ

*

**

1
0
0
0

1300

1
2
5
0

2
5
0
0

2
4
2
0

8
0

800

剛体壁

基礎砕石(調整高)

こぼれだし防止ジオネット 中詰材(単粒度砕石6号)

鉄筋 D19-L500

(3,000kg)

鋼製重錘

裏込め材(砂)

受圧計(ロードセル) ジオセル

1
:
0
.
2

(mm)
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クリート製の剛体壁前面にジオセル緩衝体を全

て覆うように施工した．写真-1 に示す緩衝体の

施工に使用したジオセルは，展開時の寸法が厚

さ 800mm，幅 2000mm，高さが 200mm 部分と

170mm 部分をもつ階段状となっており，高さの

異なる部分を交互に積層し 2 分勾配で全 12 段

設置した．ジオセル緩衝体の中詰材には全国的

に入手しやすく空隙により排水性能や凍上防止

性能のよい単粒度砕石 6 号を充填し，１層ごと

に裏込め材の砂と合わせて振動プレートで転圧

した後，次段のジオセルを積み上げた．また，

各段の連結性を高めるために鉄筋を所定の間隔

で打ち込んでいる． 

剛体壁には全 24 個の伝達衝撃応力測定用の

ロードセルを，重錘衝突位置を基準に水平方向

に 11 個，鉛直方向に 12 個規則的に埋設してい

る．また，重錘にはひずみゲージ式加速度計を

設置した． 

２．２ 実験方法 

実験は，写真-2 に示すように門型の鋼製フレ

ームに吊り下げられた鋼製重錘をクレーンによ

り所定の高さまで吊り上げ，振り子運動により

緩衝体に重錘を一度だけ水平に衝突させること

により実施した．落下高さは，吊り上げられた

重錘の衝突面中央から計測した． 

本実験に用いた重錘は質量 3,000kg，直径 1m

の円柱状であり，衝突面は球面状となっている．

重錘衝突位置は，重錘中心が剛体壁の半分の高

さとなるように地表面より 1,250mm 上方の位

置としている．また，延長方向の重錘衝突位置

は剛体壁の幅 5,000mm の中央としている． 

表-1 には実験ケースの一覧と実測重錘速度，

および速度から計算した入力エネルギーを示し

ている．衝突速度は落下高さの計測位置の関係

から理論値より大きい値となっている．なお，

ケース No.3に関しては No.2の衝突後における

試験体の損傷が軽微であったことより部分的な

修復とし，また，ケース No.6 に関しては，ジオ

セル緩衝体衝突後の損傷耐力を確認するため，

No.5 の衝突後のジオセル緩衝体を修復するこ

となく，重錘を衝突させている． 

測定項目は，1) 重錘加速度，2) コンクリート

製剛体壁前面に埋設された伝達応力，および 3) 

高速度カメラによる重錘の衝突速度および貫入

量である．なお，重錘の衝突速度および貫入量

は高速度カメラにより撮影された画像データを 

用いて，重錘に貼付したターゲットマーカーの

移動量から算出した． 

No.1 (H=2.00m) No.2 (H=3.75m) 

No.3 (H=5.00m) 

図-2 重錘水平速度と伝達応力の時間的変化
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３  実験結果および考察 

３．１ 緩衝体への衝突速度 

図-2には，実験ケースNo.1~6で得られた重錘

衝突速度および衝突位置近傍における伝達応力

の時系列を示している．なお，波形のゼロ軸は，

衝撃力伝達開始時をゼロとしている．これによ

ると，重錘の速度は緩衝体に衝突した時点から

減速し始め，最大貫入量を経て重錘が緩衝体か

ら離れた時点でほぼゼロとなることが分かる．

この傾向は衝突速度にかかわらず類似である．

また，衝突（速度減少の開始）時点からゼロ近

傍に達するまでの時間は，いずれの場合におい

ても100msec以内である． 

一方，伝達応力は重錘が衝突した時点から急 

激に立ち上がり，重錘が緩衝体を離れる（重

錘速度がほぼゼロ）時点までの中間付近で最大

値を示している．表-2には，これらの実測結果

より得られる重錘の衝突速度をV0 (m/sec)，最大

伝達応力発生時における速度をVm (m/sec)とし

て整理している．VmはV0の約40%～66%の範囲

にあることが分かる． 

なお，表中の No.3 は部分的修復後に，No.6 は

緩衝体を修復することなく，重錘を連続衝突さ

せていることから，これら 2 ケースを除外する

と，Vm は V0 の 40%～59%の範囲となる．この

ばらつきは，ジオセルの中詰材に使用した単粒

度砕石や裏込め材砂の締固め程度や含水量等の

影響によるものと考えられる． 

以上より，コンクリート製剛体壁の最大伝達

応力発生時刻において，重錘衝突による最大衝

撃力を受けると考えた場合には，その速度は衝

突時の60%以下まで減速されると判断される .  

３．２ 重錘の反発係数 

図-2に示した重錘速度波形を見ると，衝突後

一度減少しはじめた速度は，その後大きく変化

すること無くほぼゼロとなっていく．このこと

は，重錘が緩衝体に衝突後，ほとんど反発する

ことなく，静止していることを示唆している．   

これより，重錘がジオセル緩衝体に衝突した際

の反発係数はほぼゼロであると考えて差し支え

ない．なお，実験時に撮影した高速度カメラか

らの映像でも重錘の反発はほとんど生じていな

いことを確認している． 

３．３ ラーメの定数 

 図-3 には，重錘衝撃力および重錘貫入量と入

力エネルギーの関係を示している．図-3(a)には， 

落石対策便覧 3)に準拠し，下式(3-1)により算出

した理論値を破線にて示している．上側の破線

が λ ＝ 1,000(kN/m2) ， 中 央 の 破 線 が λ ＝

1,500(kN/m2)，下側の破線が λ＝2,000(kN/m2)で

算出した結果である． 

  Pmax=2.108･λ 2/5
･ (m･g)2/3

･H3/5  ･･･(3-1) 

ここに，λ :ラーメの定数(kN/m2)，m:重錘質量

(ton)，g:重力加速度(m/sec2)，H:落下高さ(m)で

ある． 

図-3 衝撃力および貫入量と入力 

エネルギーの関係 

表-2 各ケースにおける重錘速度

 

(kN) (m) (m/sec) (m/sec)

No.1 2.00 6.31 2.54 0.40

No.2 3.75 8.74 5.06 0.58

No.3 5.00 9.61 6.31 0.66

No.4 7.00 12.37 6.53 0.53

No.5 9.00 13.42 7.89 0.59

No.6 7.00 12.12 5.85 0.48

*：緩衝体の部分的修復 　 **：緩衝体の修復なし

30

実験

ケース

重錘

重量

落下

高さ

実測重錘

衝突速度

V 0

最大応力時

重錘速度

V m

比率

V m / V 0

*

**
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(a)図より，重錘衝撃力の最大値は，単一載荷

や連続載荷にかかわらず，入力エネルギーの増

大とともに増加しているのがわかる．また，単

一載荷，連続載荷にかかわらず，すべての実験

ケ ー ス に お い て ラ ー メ の 定 数 が λ ＝

1,500(kN/m2)の破線に概ね一致することがわか

る． 

(b)図より，最大重錘貫入量は，単一載荷の場

合では重錘衝撃力と同様に，入力エネルギーの

増大に比例して大きくなることがわかる．実験

No.6 の連続載荷の場合には，同程度の入力エネ

ルギーである実験 No.4 と比較すると，貫入量が

30mm程度大きい． 

 

４ 研究成果の現場への反映 

 本研究では，重力式コンクリート落石防護擁

壁に見立てた剛体壁にジオセル緩衝体を設置し

重錘を衝突させ，実験結果から得られた重錘衝

突速度から，吸収可能な落石エネルギーが増加

することがわかった．これにより過去に建設さ

れた既存の重力式コンクリート製落石防護擁壁

の受撃面にジオセル緩衝体を新たに設置するこ

とで対応可能な落石エネルギーを増やし，既存

の重力式コンクリート擁壁の対落石対応能力の

増大と，延命化が図れる． 

写真-3 既設擁壁の背面 

また，コンクリート擁壁落石受撃面へのジオ

セル緩衝体の新たな設置は，大型機械を必要と

することなく比較的簡単でかつ短期間でに施工

可能なことから，現場への迅速な対応も可能で

ある． 

 

５ まとめ 

1) ジオセル緩衝体を配置することにより，コ

ンクリート剛体壁への伝達応力が最大とな

る時点において，重錘の速度は，衝突時速度

の60%以下に低減する．エネルギー換算する

と36%以下に低減され，重力式コンクリート

製落石防護擁壁のエネルギー吸収能力の観

点から，ジオセル緩衝体は非常に有効であ

ると考えられる． 

2) ジオセル緩衝体を設置して重錘を衝突させ

た場合は，重錘の反発は極めて少なく，反発

係数はほぼゼロと考えられる． 

3) ジオセル緩衝体を設置した場合の重錘衝撃

力 の 最 大 値 は ラ ー メ の 定 数 を λ ＝

1,500(kN/m2)として計算した値と概ね一致

する． 
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図 -1 集水井の老朽化による異常 :参考文献 1）  
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安全性と効率性を考慮した集水井内部の点検手法 

 

国立研究開発法人 土木研究所 雪崩･地すべり研究センター 

研究員 〇金澤 瑛   

特任研究員 丸山 清輝   

上席研究員 石田 孝司   

 

1.   はじめに  

地すべり等防止法施行（1958 年 3 月 31

日）から 60 年近くが経過し，地すべり対策

施設全般に老朽化が進んでいる．地すべりの

主たる誘因となる地下水を速やかに地すべり

地外に排出することを目的に設置される地下

水排除施設においても例外ではなく，これま

でに整備された地下水排除施設の 30％程度

に機能低下を示す異常が確認されているとの

報告がある 1 ）．地下水排除施設のひとつで

ある集水井においては，井筒の破損，変形，

腐食，湛水や，集水管・排水管の閉塞，天蓋

や柵の変形，破損，腐食などの異常が確認さ

れている（図 -1）．これらの異常を放置する

と地下水排除が適切に行われず，地すべりの

安定度低下が危惧されることから，集水井の

異常を早期に発見し対処するため，集水井内

部の点検が実施される．  

しかしながら，集水井内部の点検に際して

は，有毒ガスや酸欠，管理施設であるタラッ

プや踊り場の腐食・劣化による落下などの危

険性がある．またこれら作業時の危険性に加

えて，各地に数多くの集水井が設置されてい

るという現状から，点検実施には多くの時間

と手間を要しているという課題がある．その

ため，安全かつ効率的な集水井内部の点検手

法が求められており，点検業務を受注するコ

ンサルタント事業者においても  各種の検討

が進められている 2 )  3 )．  

当センターでは，集水井内部の点検におい

て安全性と効率性を考慮した点検手法の実用

化に向けて，集水井内観察カメラを用いた井

戸内部の点検手法を考案し，開発を進めてい

る 4 )．本稿では，考案した集水井内観察カメ

ラを用いた点検手法の概要を報告する．  
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集水管

集水井

地表面

照明用ランタン

カメラ回転抑制器

全方位カメラ

リボンロッド

昇降機
リール

撮影部

図 -3 撮影部（右図：カメラ回転抑制器拡大）

図-2 集水井内観察カメラのイメージ  

ランタン

リボンロッド

カメラ回転抑制器

全方位カメラ

フライ
ホイール

小型DC
モーター

2.  集水井内部点検手法  

2.1  集水井内部点検手法の概要  

 集水井の点検を安全に行うためには，点検

者が集水井内に立ち入ることなく，集水井の

外から井戸の内部を点検することが望ましい．

そこで，井戸内部を遠隔点検できる集水井内

観察カメラを考案した．  

図 -2は，考案した集水井内観察カメラを用

いた点検手法のイメージを示したものである．

集水井内観察カメラは大きく分けて撮影部と

昇降機から構成されている．撮影部には周囲

360度全方位を一度に撮影できる全方位カメ

ラを備えており，この撮影部を昇降機からリ

ボンロッドで吊り下げ手動で上下させること

で，集水井内部全体を一度に撮影しながら点

検できる手法とした．撮影部を吊り下げた際，

撮影部の重みにより振り子運動や回転運動が

生じ撮影の支障となることから，それらの運

動を抑制するも手法についても検討した．  

 

2.2  撮影部  

図 -3左には，撮影部の全体を示した．撮影

部は，防水ケースに収納した全方位カメラ，

照明用ランタン，カメラの回転運動を抑制す

る回転抑制器から構成されている．全方位カ

メラは 4K 画質の 360 度アクションカメラ

（Kodak社製PIXPRO SP360 4K）を用い，

照明用ランタンは光量1000ルーメンのLED

キャンプ用ランタンを用いた．タブレット端

末を用いて全方位カメラとWi-Fi通信するこ

とでで，撮影した映像をリアルタイムで確認

することが可能である．  

図 -3右には，回転抑制器を示した．回転抑

制器は，フライホイール（円盤）とジンバル

軸（回転台）を組み合わせた機構である．2

台の小型DCモーターによりフライホイール

を高速回転させジャイロ効果を発揮させるこ

とで，カメラの水平方向の回転を抑制する仕

組みである．小型DCモーターは単三乾電池3

本で駆動させた．  
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図 -4 昇降機  

図-5 集水井内観察カメラ設置状況  

リボンロッド
リール

昇降ハンドル

昇降機固定部

吊り下げ部

2.3  昇降機  

図 -4には，試作した昇降機の全体を示した．

昇降機は，架台とリールで構成されている．

集水井出入り口から井筒中心に向けて架台を

挿入し，前後2点で集水井出入り口の枠に固

定する構造である．リールにはリボンロッド

（長さ50m，幅60mm）が巻かれており，伸

ばしたリボンロッドの先端に撮影部を取り付

ける．リボンロッドは，幅が広くねじれ難い

ことから回転運動が生じ難く，また幅方向に

は振り子運動が生じ難いという特徴があるこ

とから，回転運動と振り子運動を抑制するた

めに採用した．点検時は，リールに取り付け

た昇降ハンドルを手動で回すことによりリボ

ンロッドの長さを調節し撮影部を上下させる

ことで，任意の位置での撮影を可能とした．

なお地すべり地での運搬を考慮し，大部分を

アルミ製とすることで軽量化を図った．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.   集水井内部点検手法の現地試験  

現地試験は，新潟県上越市の猿供養寺地す

べりに設置されている集水井1基，及び群馬

県藤岡市の譲原地すべりに設置されている集

水井5基において実施した．  

図 -5には集水井内観察カメラを集水井に設

置した状況を示した．昇降機を設置する集水

井出入り口の形状は設計時の仕様により様々

であるが，今回実施した2箇所の集水井6基で

は適切に設置し固定することが可能であった．

集水井内の撮影は，集水井出入り口から挿入

し吊り下げられた撮影部が静止したことを確

認した後，昇降ハンドルをゆっくりと回し，

撮影部を降下させることで実施した．  

図 -6には猿供養寺地すべりと譲原地すべり

においてそれぞれ全方位カメラで撮影した映

像から作成した展開写真を示した．図 -6上図

ではコンクリート製の井筒本体の状況や集水

管の閉塞状況，踊り場の劣化状況などが確認

できる．図-6下図ではライナープレート製の

井筒本体，バーティカルスティフナー（補強

用の鉛直鋼材），タラップの腐食，劣化の状

況などが確認できる．本点検手法を適用する

ことによりこれらの映像（画像）を取得する

ことが可能であったことから，集水井内部の

状況を概略的に確認するには本手法が有効な

手段となると考えられた．一方で，本手法の

課題として，展開写真にすることで発生する

ゆがみ（偏心）や写真拡大時の画質の粗さ，

解像度の低さが挙げられた．そのため，詳細

な点検に用いるためには，より高性能・高解

像度のカメラを用いることや画像処理を施す

など，さらに工夫すべき点があることが明ら

かとなった．  
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図-6 集水井内部展開写真（上図：猿供養寺地すべり，下図：譲原地すべり）  

4 .  おわりに  

本論文では，地すべり対策施設である集水

井内部の点検において，当センターで開発を

進めている安全性と効率性を考慮した点検手  

法の概要を報告した．  

 点検手法の適用性を検証する現地試験では，

本試験地においては集水井内観察カメラの現

地集水井への設置及び撮影を問題なく行うこ

とができ，集水井の内部の概略的な状況を効

率的かつ安全に映像で確認することが可能で

あった．一方で，展開写真のゆがみや画質の

粗さが現時点の課題として浮き彫りとなり，

より詳細な点検に用いるためには，さらなる

改良を施す必要があることが明らかとなった．  

 今後は，展開写真のゆがみや画質の粗さに

関する課題点について，本点検手法において

どこまでの精度が要求されるのかを見極めた

上で，必要とあればより高性能・高解像度の

カメラを用いるほか画像処理を施すなどの工

夫により，ゆがみのない高画質な映像（画

像）の取得を目指す必要があると考えられた．  
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